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平成２２年度業務実績評価調書：独立行政法人鉄道建設･運輸施設整備支援機構 
 

業 務 運 営 評 価（個別項目ごとの認定） 
 

 
項 目 評定結果 評定理由 意見 

番号 中期計画 平成２２年度計画 

１ １．国民に対して提供するサービスそ

の他の業務の質の向上に関する目標

を達成するための措置 

 

各業務について、関係機関と十分な

連携を図りながら、以下の通り各業務

を遂行する。 

 

（１） 鉄道建設業務 

① 工事完成予定時期を踏まえた事業

の着実な進捗 

 ア 整備新幹線整備事業 

 ・ 東北新幹線（八戸・新青森間）

及び九州新幹線（博多・新八代間）

の鉄道施設について事業の着実な

進捗を図り、平成 22 年度末まで

に完成させる。北陸新幹線（長野・

金沢間、福井駅部）、北海道新幹線

（新青森・新函館（仮称）間）及

び九州新幹線（武雄温泉・諫早間）

についても、工事完成予定時期を

踏まえ、建設工事等の業務を着実

に推進する。また、整備新幹線の

工事の進捗状況については、ホー

ムページなどで年２回公表する。

なお、整備新幹線建設推進高度化

等事業、新線等調査については、

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 建設中の新幹線の各線につい

ては、完成予定を達成できるよ

う、引き続き事業の着実な進捗を

図る。 

特に東北新幹線（八戸・新青森

間）、九州新幹線（博多・新八代

間）については、平成２２年度の

完成に向けて、設備・電気関係工

事を完了させるとともに、各種監

査等を実施する。 

整備新幹線の工事の進捗状況

については、ホームページで年２

回公表する。 

 

ＳＳ 

 

・東北新幹線及び九州新幹線につ

いては、平成 16 年の政府・与党

申合せにより、完成目標時期が 2

年間前倒しされたが、工期・要員

等の厳しい制約条件の中で、監査

実施手順に創意工夫を凝らすこと

等により、ＪＲ三社との協議・調

整を行った上で、22 年度に２線を

あわせて開業させたことは、極め

て高く評価できる。 

 

 

・また、新青森駅から鹿児島中央

駅までの本州と九州を結ぶ新幹線

ルートを年度内に同時に開業させ

たことは、国民経済に対し起爆的

経済効果を生むものと期待され、

本州から九州にかけての我が国の

高速鉄道ネットワークの一つの骨

格が完成した意義も極めて高く評

価されなければならない。この成

果は機構のもつ高い技術開発力、

厳しい工程管理、開業監査の総合

調整力の裏付けがあってこそ初め

て可能となったものであり、ここ

に機構のコアコンピタンスが結集

・地上監査、総合監査および完

成検査が順調に進んだのは、前

年度から継続の事前準備をはじ

めとして工事の完成度が高かっ

た証明である。複数年度にわた

る成果とも見えるが、これまで

の総決算の特別な年として、最

終年度に SS の評価を与えるの

は妥当である。 

 

・また、北海道新幹線などで必

要となる技術課題については、

引き続き積極的に取り組んでほ

しい。 
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未認可区間における経済的な設

計・施工法の調査等を行う。 

 

していることを実証したという意

味からも、まさに代表的成果事例

と呼ぶことができよう。 

 

・東北新幹線の建設において、土

木学会などの学会等からの賞を受

賞しており、高い技術水準の維持

がなされていると判断できる。 

 

・建設中の北陸新幹線、北海道新

幹線、九州新幹線について、予定

どおり進捗しており、評価できる。

２ イ 都市鉄道利便増進事業等  

・ 都市鉄道利便増進事業の相鉄・

JR 直通線、相鉄・東急直通線に

ついては、整備主体として関係機

関との連携・調整を図り、工事完

成予定時期を踏まえ、各種手続き

や建設工事等の業務を着実に推

進する。 

・ 民鉄線の工事については、西武

池袋線の大改良工事は着実な進

捗を図り、平成 2４年度末までに

完成させる。小田急小田原線の大

改良工事については、工事完成予

定時期を踏まえ、着実に推進す

る。 

 

・ 相鉄・ＪＲ直通線については、

用地取得を進めるとともに路盤

工事を着実に推進する。 

・ 相鉄・東急直通線については、

環境影響評価手続き、構造物の詳

細設計及び工事施行認可申請に

係る業務を実施する。 

・ 民鉄線工事については、西武

池袋線は平成２１年度に実施し

た上り１線の高架切替に引き続

き、下り１線の高架橋構築工事、

小田急小田原線は開削・躯体構築

工事をそれぞれ実施する。 

 

A 

 

・予定どおり進捗しており、着実

な業務実績と評価できる。 

 

・都市再生への貢献が大きい。 

・地球温暖化防止の観点からさ

らなる利便性向上に向けた活動

をして欲しい。 

３ ウ 受託工事 

・ 受託工事については、工事完成

予定時期を踏まえ、着実に推進す

る。 

 

・ 受託工事線については、良質

な施設を経済的に所定の工期内

で完成できるよう着実な進捗を

図る。特に、成田新高速鉄道線に

ついては、本体工事を終了した

が、予定される７月の開業に向け

て鉄道事業者への支援、付帯工事

 

A 

 

・成田新高速鉄道線及び愛知環状

鉄道線について、それぞれ予定ど

おり開業、完成をさせたことは高

く評価できる。 

 

 

 

・創意ある技術開発によってコ

ストの縮減を達成すると同時に

工期を短縮化した点は高く評価

される。 
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等を実施する。また、愛知環状鉄

道線については、平成２２年度の

完成に向けて、工事を着実に推進

する。 

４ ② 品質の向上 

・ 良質な鉄道を建設するために、

設計基準、工事標準示方書、工事

監督要領等について中期目標期間

中に５件の見直し等を行うととも

に、品質管理・施工監理について

徹底を図る。 

 ・ 鉄道建設に必要な技術力の向上

及び継承のため、毎年、施工監理

講習を実施するなどして技術の系

統ごとに長期的な視野に立った技

術者の育成を行う。また、職員の

技術力向上のため、業務と密接に

関連する技術士、鉄道設計技士、

一級建築士等の資格取得を支援す

る。  

 

・ 施工性、経済性の向上を図る

ため、「連続合成桁の設計マニュ

アル」を制定する。また、「シー

ルドトンネル設計施工指針」、「新

幹線電車線路設備設計施工標準」

などの改定等の作業を進める。 

・ 鉄道建設に必要な技術力の向

上及び継承を図るため、経験年数

を踏まえた段階的な技術系統別

の研修や施工監理講習を引き続

き計画・実施する。また、業務に

関連する技術士等の資格取得を

促進するために、既資格取得者に

よる指導等の支援を継続して行

う。 

 

A 

 

 

・中期計画及び年度計画に従い、

技術力の向上と継承のための研修

を実施しており、着実な業務実績

と評価できる。 

 

・技術基準の継続的な整備、更新

改定作業は労力を要し、かつ地味

なものであるが、技術の公開性と

最新の知見を社会に還元する上で

重要。技術者資格制度の活用と継

続的な伝承の努力が認められる。

 

 

・指針等の中に、判断項目に対

する技術者資格の要求レベルを

記述することで、資格制度の活

用の増進と技術伝承を支援する

ことも考慮に値すると思う。 

５ ③ 鉄道建設コストの縮減 

 ・ 鉄道建設コストについては、建

設後の安全性確保を前提として、

国の「公共事業コスト構造改善プ

ログラム」の趣旨を踏まえて、現

在実施しているコスト縮減策の効

果を随時検証した上で、一層のコ

スト縮減に努め、平成 20 年度か

ら５年間で平成 19 年度と比較し

て、１５％程度の総合コスト改善

を達成する。また、コスト縮減の

取組・効果については、ホームペ

ージなど国民に分かりやすい形で

公表する。 

 

・ 平成２０年度に策定した「コ

スト構造改善プログラム」を踏ま

え、総合的なコスト構造改善を推

進するため、計画・設計から工事

実施段階における最適化等の具

体的施策を着実に実施するとと

もに、国土交通省等における具体

的事例の収集・分析を通じて、更

なる鉄道建設コスト縮減に取組

む。 

また、鉄道建設コスト縮減の実

施状況、効果については、ホーム

ページにて国民に分かりやすい

形で公表する。 

 

A 

 

・改善率は、19 年度比で約９％と

なり、24 年度末までに１５％程度

を縮減するという目標に向けて着

実な業務実績と評価できる。 

 

・ホームページにて国民に分かり

やすい形で公表を行っていること

は評価できる。 
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６ ④ 技術開発の推進と開発成果の活用

 ア 技術開発の推進 

 ・ 一層の品質の向上、コスト縮減

等を図るため、技術開発を推進す

ることとし、これまでに蓄積して

きた施工経験を基に、調査・設計

手法、施工技術の開発・改良を進

める。 

 

 

 

 ・ 技術開発に当たっては、調査、

土木（トンネル、橋りょう、土構

造）、軌道、機械、建築、電気の

業務分野ごとに、各路線のニーズ

に基づき、中期目標期間におい

て、７０件以上のテーマについ

て、計画的に新技術の開発、導入

に取り組む。 

 

 

・ 継続中の技術開発を推進して

いくとともに、土木分野ではトン

ネル・橋りょう等について経済

化・省力化・合理的設計手法等、

機械・建築・電気分野では経済

性・保守性向上を図る設備等の技

術開発など新規に１０件以上の

テーマについて、技術開発に着手

する。 

・ 技術開発テーマの抽出から成

果の活用に至るまでの一元的な

取組・活用を図るため、分野ごと

に設置している分科会等におい

て、各路線のニーズを取りまとめ

るとともに、技術開発成果の一層

の活用を図るため、技術開発が完

了したテーマについて継続的に

フォローアップする。 

 

Ｓ 

 

・平成 20 年度から平成 22 年度

までの間に７５件の技術開発のテ

ーマに取り組み、中期計画の 70

件以上の数値目標を達成してお

り、顕著な技術開発成果を上げて

いると評価できる。 

 

・技術開発の推進は、東北新幹線

及び九州新幹線の工期短縮に大い

に貢献しており、評価できる。 

 

・単に新技術開発を積極的に実施

しているだけでなく、土木学会な

どの学会等から多数の賞を受賞し

ており、これは高い技術水準の維

持がなされていると判断でき、高

く評価できる。 

 

・計画を大幅に上回る件数の技術

開発に取り組んでおり、研究の成

果が現場の施工に生かされ、学会

等の受賞に結びついていることは

高く評価できる。 

 

・常に国際的に技術の推移を見

極め、その最先端を維持するよ

う努力してほしい。 

 

・継続的に優秀な技術開発を推

進し成果を上げていることは評

価できる。 

 

・鉱化変質岩を含むトンネル掘

削土の処理方法については、さ

らなる発展が見込まれる。この

ような技術は、道路などの立坑

の分野にも積極的にＰＲする必

要がある。 

 

７ イ 開発成果の公表 

・ 鉄道建設分野の総合的技術力や

技術開発の成果を、より広く社会

へ還元していくために、鉄道建設

技術に係る各種学会等へ積極的に

参加し、発表会等において開発成

果を公表する。また、毎年技術研

究発表会を開催し、開発成果を発

表する。 

 

・ 土木学会、地盤工学会、日本

応用地質学会、日本鉄道施設協

会、日本トンネル技術協会、電気

学会等の委員会へ積極的に参加

するとともに、鉄道建設技術に関

する開発成果を土木学会等で公

表する。また、本社における技術

研究会や支社局における業務研

究発表会を通じ、開発成果を積極

的に公表する。 

 

S 

 

 

・土木学会、地盤工学会、日本鉄

道施設協会における報告や講演に

対して５件の受賞達成したのみな

らず、土木学会等の専門誌に査読

付き論文２０件を含む 6５件にも

上る多数の論文を投稿するなど、

技術成果の発展や論文集投稿に前

年度以上の成果を上げており、成

果公表の量（数）だけでなく、質

（査読付論文投稿等）が非常に高

・優秀な成果の公表を継続して

いることは評価できる。 

 

・海外展開に向けて、現状に加

えて国際会議などでの発表も検

討して欲しい。 

 

・国際的学会への公表のほか、

各国への特許出願など、知的財

産権の確保にも努めて頂きた
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い点が評価できる。 

 

・中立的機関（学術学会等）が作

成する基準類への人材の参画を拒

まず、多くの技術者が各種学会に

一技術者として社会貢献すること

を認め（ボランティア）、かつそれ

ら社員が中立的立場で活動を支え

たことは、公共に深い関与を持つ

機関としての社会的貢献を大いに

果たしたと認められる。 

 

い。 

８ ⑤ ニーズに応じた受託業務の実施 

・ 新たな工事の受託に当たっては、

鉄道事業者による建設が技術的に

困難な場合など機構が支援する必

要性が高いものに限定して実施す

ることとする。このため、外部有

識者からなる第三者委員会を新た

に設置し、具体的な基準を策定す

るとともに、第三者委員会で当該

基準に基づき審議した上で、その

意見を踏まえて実施する。 

・ 受託工事に係るコスト縮減の状

況やその効果について第三者委員

会で随時検証し、その結果をホー

ムページなどで公表する。 

 

・ 新たな工事の受託要請があっ

た場合は、外部有識者からなる

「鉄道工事受託審議委員会」にお

いて審議し、同委員会の意見を踏

まえながら、受託の可否について

決定する。 

 

 

 

 

・ 受託工事線に係る鉄道建設コ

スト縮減の状況について「鉄道工

事受託審議委員会」で検証し、そ

の結果をホームページで公表す

る。 

 

 

A 

 

・愛知環状鉄道線の工事に係るコ

スト縮減の状況等について、中期

計画に従って、第三者委員会（鉄

道工事受託審議委員会）における

審議により検証がされており、着

実な業務実績と評価できる。 

 

 

９ ⑥ 工事関係事故防止活動の推進 

 ・ 工事発注機関として、工事内容

を勘案した事故防止重点実施項目

を定め、三大重大事故（死亡事故、

第三者事故及び列車運転阻害事

故）の防止に重点を置きつつ、工

 

・ 工事関係事故防止については、

三大重大事故（死亡事故、第三者

事故及び列車運転阻害事故）の防

止に重点を置きつつ、平成２２年

度の工事内容を勘案した事故防

 

 

A 

・工事関係事故防止を図るため、

中期計画及び年度計画で定めた監

査、会議等の取組を着実に進めて

おり、適切な業務実績と評価でき

る。 
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事事故防止監査を毎年2回実施す

るなど、工事関係事故防止活動を

推進する。 

止重点実施項目を設定し、安全協

議会等を通じて、請負者に周知徹

底するとともに、請負者と一体と

なって工事関係事故防止活動を

推進する。 

また、工事関係事故防止活動の

推進に資する取組みとして、地方

機関を対象とした工事事故防止

監査を年２回実施するとともに、

本社において事故防止対策委員

会を年２回、地方機関の事故防止

担当部長・次長を対象とした事故

防止連絡会議を年３回、それぞれ

開催し、工事関係事故防止活動の

具体的内容等について周知徹底

を図る。さらに、厚生労働省と連

絡会議を開催し事故防止につい

て意見交換を行う。 

 

１０ （２） 船舶共有建造業務 

① 船舶共有建造業務を通じた政策効

果のより高い船舶の建造促進 

 ・ 国内海運政策の実現に寄与する

ため、地球温暖化や海洋汚染防止

などの環境対策、物流の効率化、

少子高齢化対策や離島航路の整備

対策等の政策課題に適合した船舶

の建造を推進する。 

 ・ 建造対象船舶の中でも、相対的

な金利優遇等の実施により、政策

効果のより高い船舶の建造を推進

する。 

 ・ 特に、効率性及び環境負荷の軽

減効果に優れ、省人化が可能なス

ーパーエコシップの普及促進を図

 

 

 

・ 国内海運政策の実現に寄与す

るため、地球温暖化や海洋汚染防

止などの環境対策、物流の効率

化、少子高齢化対策や離島航路の

整備対策等の政策課題に適合し

た船舶の建造を推進する。 

・ 建造対象船舶の中でも、相対

的な金利優遇等の実施により、政

策効果のより高い船舶の建造を

推進する。 

・ 特に、効率性及び環境負荷の

軽減効果に優れ、省人化が可能な

スーパーエコシップの普及促進

 

A 

 

・中期計画及び年度計画に従い、

より政策効果の高い船舶の建造隻

数比率９６％の建造実績は評価で

きる。 
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るとともに、地球温暖化対策に資

する船舶については、政策効果の

より高い船舶の建造隻数比率を中

期目標期間中において８５％以上

とする。 

を図るため、セミナー等において

最新情報の提供に積極的に努め

るとともに、地球温暖化対策に資

する船舶については、政策効果の

より高い船舶の建造隻数比率を

８５％以上とする。 

 

１１ ② 船舶建造等における技術支援 

・  上記の政策課題に対応すると

ともに、航路や輸送ニーズに合っ

た船舶、より経済性の高い船舶、

旅客の快適性や労働環境により

配慮した船舶の建造に資するた

め、計画・設計・建造の各段階、

さらには就航後の技術支援の充

実を図る。 

 

・ このため、内航海運の抱える諸

課題、事業者ニーズや社会的要請

に対応するための技術調査を中期

目標期間中１０件以上行うほか、

研修、技術交流、マニュアルの充

実等により、技術支援に係わる職

員の技術力の維持・向上、ノウハ

ウの体系的な蓄積を図る。 

 

・ 政策課題に適合した船舶の建

造に資するために、目的別建造の

技術基準を見直し、事業者等に周

知する。計画・設計・建造段階で

の技術支援を的確に実施すると

ともに、就航後の技術支援の充実

を図る。特に、スーパーエコシッ

プについては、重点的に技術支援

を行う。 

・ 事業者・有識者の意見をもと

に選定した２件の技術調査を実

施する。また、技術支援に係る研

修、外部技術者との人事交流を実

施することにより技術・ノウハウ

を蓄積していくとともに、業務の

効率化等を図るため技術支援マ

ニュアルを見直す。 

 

S 

・省エネ効果の向上と建造コスト

低下の優位を持つ２軸型ＳＥＳの

建造、離島航路や狭い岸壁で操作

可能な回頭効果と横移動効果を併

せ持つタンデムハイブリッド方式

の大型ＳＥＳの竣工、高い静粛性

と低振動のため優れた観光効果を

持つ二重反転ポッド採用ＳＥＳ船

の竣工などを通じて、過去最多の

８隻の共有ＳＥＳの竣工を実現

し、また２隻を建造中である。加

えて先進二酸化炭素低減船とし

て、機構の開発したエラ船型の普

及が急速に促進するなど、社会の

要望に応えることができる多様な

ＳＥＳ船の実用化がなされてお

り、顕著な実績を上げていると評

価できる。 

 

・電気推進を適用しにくい船に対

しても、新規の船型を開発して、

ＣＯ２削減に寄与したことは、高

く評価できる。 

 

・技術的に知見が十分でない地方

公共団体に共有建造に係る技術支

援を重点的に取り組んだことは評

価できる。 

・引き続き内航船の近代化に対

する技術支援に努めて頂きた

い。 

 

・ＳＥＳが今後どのように普及

されるか、期待される。 
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１２ （３） 鉄道助成業務 

 ・ 勘定間繰入・繰戻及び補助金交

付業務等について、法令その他に

よる基準及び標準処理期間（補助

金等支払請求から支払まで３０日

以内、国の補助金の受入から給付

まで７業務日以内）を遵守しつつ、

誤処理なく適正にかつ効率的に執

行する。また、「鉄道助成業務の審

査等に関する第三者委員会」から

の改善意見は１年以内に業務運営

に反映させること、及び審査ノウ

ハウの継承、スキルアップのため

の職員研修等を実施することによ

り、業務遂行に係る効率性の向上

等、鉄道助成業務の更なる充実強

化を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

・ 助成制度に対する事業者等の理

解促進を図るために周知活動を行

うとともに、助成対象事業の効果

的な実施を支配するために技術情

報等を収集・提供する。 

 

 

 

 

 

 

・ 勘定間繰入・繰戻及び補助金

交付業務等を誤処理なく適正に

執行するとの観点から、受払い確

認を徹底するとともに、標準処理

期間（補助金等支払請求から支払

まで３０日以内、国の補助金受入

から給付まで７業務日以内）を遵

守する。また、法令、国の定める

基準に従い、取扱要領等を必要に

応じて見直すとともに、補助金等

審査マニュアルに基づく審査業

務の効率的な執行を図る。 

・ 「鉄道助成業務の審査等に関

する第三者委員会」を年２回開催

し、委員会からの改善意見を１年

以内に業務運営に反映させる。ま

た、審査事例を収集・蓄積し、共

有化することにより審査ノウハ

ウを継承するとともに、職員のス

キルアップを図るため、研修計画

（年５回）に基づく研修等を着実

に実施する。これにより業務執行

に係る効率性の向上等、鉄道助成

業務の更なる充実強化を図る。 

・ 助成制度に対する事業者等の

理解促進を図るため、ガイドブッ

ク及びパンフレットの作成配布、

ホームページの更新、情報交換会

等の周知活動を継続して実施す

るとともに、助成対象事業の効果

的な実施に資するため、引き続き

事業者からの要望を踏まえ、技術

情報等を収集し、提供する。 

 

A 

 

・補助金交付業務等については、

中期計画及び年度計画において定

めた日数以内に処理しており、適

切な運用を行っている。 

 

・鉄道助成業務については、中期

計画及び年度計画にしたがって職

員研修及び審査等に関する第三者

委員会を開催しており、着実な業

務実績であると評価できる。 
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・ 新幹線譲渡代金、無利子貸付資

金等について、約定等に基づく確

実な回収を図り、既設四新幹線に

係る債務等について、約定等に沿

った償還を行う。また、既設四新

幹線に係る移転登記業務を着実か

つ効率的に実施し、可能な限り早

期の完了を図る。 

・ 新幹線譲渡代金（平成２２年

度回収見込額４，７９５億円）、

無利子貸付資金等（平成２２年度

回収見込額１５９億円）につい

て、約定等に基づく確実な回収を

図るとともに、既設四新幹線に係

る債務等について、約定等に沿っ

た償還（平成２２年度約定償還額

３，２２９億円）を行う。これに

より既設四新幹線に係る債務に

ついては、平成２２年度末におい

て、対前年度比で１７％以上縮減

する。 

・ 既設四新幹線に係る移転登記

業務については、可能な限り早期

の完了を図るべく、着実かつ効率

的に実施する。 

 

１３ （４） 技術力の活用、技術研究開発

及び実用化に対する支援等 

① 鉄道分野の技術力を活用した 

支援、国際協力 

 ア 鉄道分野の技術力を活用した支

援 

 ・ 鉄道整備の計画に関する調査、

鉄道施設の保全・改修、交通計画

策定等について、広く社会に貢献

する観点から、国土交通省の関連

施策との連携を図りつつ、鉄道事

業者や地方公共団体等からの要

請を踏まえ、機構が有する総合的

技術力、ノウハウ、経験を活用し

た支援を実施する。 

 

 

 

 

 

 

・ 鉄道事業者、地方公共団体等か

らの要請に対応し、鉄道整備の計

画に関する調査を実施する。 

・ 鉄道施設の保全・改修、交通

計画策定に関する鉄道事業者、地

方公共団体等のニーズを踏まえ

た上で、関係機関との連携強化を

図りつつ、ホームドクター（鉄道

構造物の補修等のアドバイス、Ｇ

ＲＡＰＥ（交通計画支援システ

ム）の活用等）による適切な技術

 

A 

 

 

・鉄道事業者、地方公共団体等か

らの要請に対応した調査業務を実

施したほか、ニーズを踏まえた技

術支援を適切に実施しており、順

調に展開しており、着実な業務実

績と評価できる。 

・地球温暖化防止のため，今後

も積極的に調査に取り組んで欲

しい． 
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支援を実施する。 

１４  イ 国際協力 

 ・ 鉄道建設分野等における技術力

や経験を活かした国際貢献を行

う観点から、国土交通省等の関係

機関との連携を図りつつ、専門家

の派遣、研修員の受入れ、我が国

鉄道システムの海外展開に向け

た取組みに係る技術力等に可能

な限り対応するとともに、海外の

関係機関との技術交流を進める。

 

・ 国土交通省等の関係機関との

連携を図りつつ、海外への専門家

の派遣及び各国の研修員等の受

入れを実施し、海外プロジェクト

への技術協力を実施する。特に、

カリフォルニア高速鉄道建設計

画について、カリフォルニア州高

速鉄道局に対する技術協力の充

実を図るとともに、韓国鉄道施設

公団等との技術交流を行う。 

 

S 

・カリフォルニア高速鉄道計画に

おける技術規約に対するピアレビ

ューの実施、同計画における高速

鉄道建設の農産物への影響等にか

かわる知見の提供などは、機構の

技術水準が一定の国際的評価を受

けていることを示すもので、顕著

な実績と評価できる。 

 

・ベトナムにおける高速鉄道計画

のための技術支援に対して専門家

を派遣するなど、中期目標の達成

に向けて優れた実施状況にあると

認められる。 

 

 

 

 

・日本の新幹線技術の輸出は、

日本の技術の位置づけを示すと

ともに、エネルギー的観点から

も国際的に貢献する重要事項で

あり、車両や運行システムも合

わせて、システムとしての輸出

へのさらなるサポートが重要で

ある。 

 

・機構の国際協力が、日本の鉄

道技術の国際標準化に繋がるよ

う努力を継続していただきた

い。 

 

・国家戦略としての新幹線の海

外高速鉄道への採用を目指し

た、継続的で着実な海外での技

術支援活動は高く評価できる。 

 

１５ ② 高度船舶技術の研究開発・実用化

への助成 

 ・ 国庫補助金による研究開発助成

については、次世代船舶研究開発

費補助金交付要綱に規定されたテ

ーマに助成を行う。 

・ 実用化助成については、内航船

舶の効率的な運航に資することに

配慮しつつ、環境負荷低減等の政

策目的に沿い、かつ、事業者等へ

のヒアリングによりニーズ及び技

術開発動向を的確に捉えた募集テ

ーマを設定し、実用化された場合

の波及効果を踏まえて選考した事

業に対し、助成を行う。また、ホ

 

 

・ 事業者等へのヒアリングを踏

まえて設定したテーマである「環

境負荷低減、熟練船員の減少に対

応した航行の安全確保等内航海

運の効率化に関し、既存技術と比

較して性能又は品質の著しい向

上に資する新技術」について助成

対象事業を公募し、実用化された

場合の波及効果を踏まえて選考

した事業に対し、助成を行う。 

また、事業者等へのヒアリング

を随時実施し、最新のニーズ及び

技術開発動向を的確に捉えた平

 

Ｓ 

・高度船舶技術の実用化助成制度

の下で平成 2２年度には新規に「内

航船舶用排熱回収スターリングエ

ンジン発電システム」の実用化事

業を採択し、成果を上げている。

このほか助成事業の継続事業であ

る「高度船舶安全管理システム」

や「EUP 式電子制御ディーゼル機

関の実用化」も複数船に導入され、

現在検証運航中であり、また後続

船も建造中であるなど新技術の着

実な普及がみられる。このように、

高度船舶技術の研究開発・実用化

への助成は中期目標の達成に向け
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ームページ及び募集説明資料の充

実を図るほか、事業者への説明・

相談会等を随時実施する。 

・ 研究開発円滑化助成（利子補給）

については、試験研究資金の借入

れが継続している案件に限り、申

請があった場合には助成を行う。

 

 ・ 助成対象事業の選考・評価等に

際し、客観性及び透明性の確保を

図るため、助成対象事業について、

外部有識者により事業計画及び実

施結果の評価を行うとともに、助

成先、助成の成果等を公表する。

 

成２３年度実用化助成のための

募集テーマを設定し、助成対象事

業を公募する。 

ホームページに募集要領を掲

載する等、事業者に対する説明資

料の充実を図るほか、制度概要等

に関する事業者への説明・相談会

等を随時実施する。 

・ 助成対象事業の選考・評価等

に際し、外部有識者で構成された

高度船舶技術審査委員会におい

て、助成対象事業の事業計画及び

実施結果の評価を行うとともに、

助成先、助成の成果等をホームペ

ージ等で公表する。 

て優れた実施状況にあると認めら

れる。 

 

・「高度船舶安全管理システム」の

技術開発が、機関部職員の減員を

可能にできたのは、内航船主への

メリットは大きく、高く評価でき

る。 

 

 

 

 

 

 

 

１６ ③ 運輸技術に関する基礎的研究の推

進 

 ・ 公募段階から研究成果の活用ま

で、弾力的かつ効果的な制度の運

用を図るとともに、研究費の不正

使用等の防止のため、国の指針等

を踏まえた制度の充実を図り、府

省共通研究開発管理システムの活

用及び国土交通省所管の研究機関

の研究内容把握等による研究課題

の不合理な重複排除等を徹底す

る。また、若手研究者への研究成

果発表機会の付与等の取り組みを

進める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 外部有識者で構成する「基礎

的研究推進委員会」において、社

会ニーズに的確に対応した研究

募集テーマ、審査・評価の方法、

研究成果の普及等について、総合

的な検討を行う。 

・ 研究課題募集の周知の拡充を

図るとともに、知的財産権につい

ては、原則として研究実施主体に

帰属する取り扱いの周知徹底を

図る。 

・ 国土交通省の「研究機関にお

ける競争的資金の管理・監査のガ

イドライン」等に沿って、研究機

関における不正防止を図るとと

もに、研究課題の申請・審査に当

たっては、府省共通研究開発管理

システムの活用及び国土交通省

 

A 

 

 

・採択課題の受賞が複数あり、適

切な課題に補助がなされているこ

とは明確である。また、成果普及

のためのフォローアップもなされ

ている。 

 

・基礎的研究において一定の成果

を継続的にあげている点は高く評

価できる。 

 

 

 

 

・基礎研究であり、国際的な位

置づけなどの説明もあった方が

よいのではないか。 

 

・研究の適正実施の確保に関し

ては、他機関でも一般的に実施

されているレベルであると思

う。 
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・ 外部専門家等による適切な審

査・評価の実施、中間・事後評価

担当委員の一部見直し、基準・評

価結果の公表等により、公正さ、

透明性を確保する。また、評価結

果を基に研究計画や研究資金配分

を見直し、優れた研究成果を得る

ように努める。課題採択時におい

ては、応募者の情報を伏せて審査

を行うマスキング評価を試行・検

証する等、より競争性を担保する

ための方策の導入に取り組む。 

 

 

・ 中期目標期間中に、研究成果発

表会等を１５回以上開催、特許出

願件数を２５件以上、外部への研

究成果発表件数を３７０件以上

とし、プレス発表会等を積極的に

推進する。また、長期的なフォロ

ーアップにより、革新的な技術の

創出による研究成果の社会還元

の状況を検証する。 

 

所管の研究機関で実施している

研究内容の把握等による研究課

題の不合理な重複排除等を徹底

する。また、若手研究者に対して、

応募を奨励するほか、研究成果発

表機会等を優先的に付与する。 

・ 外部専門家等で構成する「基

礎的研究審査委員会」において、

課題選定、中間・事後評価を適切

に実施するとともに、選定・評価

基準及び評価結果をホームペー

ジで公表する。 

・ 優れた研究成果が得られるよ

う、中間評価の結果を基に、研究

計画や研究資金配分の見直しを

行う。 

・ 課題採択時の一次審査におい

て、研究者名や所属等の情報を伏

せて審査を行うマスキング評価

を実施する。 

・ 研究成果の活用や応用段階等

への発展に資するため、研究機関

への情報提供や積極的な広報等

を行う。研究成果発表会を開催す

るほか、特許出願や外部への研究

成果発表を促進し、一定の成果が

得られた研究については、研究機

関と共同でプレス発表する。ま

た、研究終了後３年目に該当する

研究課題へのフォローアップ調

査の実施により、研究成果の社会

還元の状況を把握する。 

 

１７ （５） 国鉄清算業務 

① 年金費用等の支払の法令に則った

 

 
 

A 

・中期計画及び年度計画に従い、

旧国鉄職員の年金費用等について
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適正な執行 

 ・ 旧国鉄職員の恩給及び年金の給

付に要する費用、旧国鉄時代に発

生した業務災害に係る業務災害補

償費等の各年度における必要負担

額については、円滑かつ確実に支

払を実施する。これらの支払等に

充てるための資金については、適

切なリスク管理を行った上で、運

用対象や年限構成を工夫すること

により、安定的かつ効率的な運用

に努める。 

 

・ 旧国鉄職員の恩給及び年金の

給付に要する費用、旧国鉄時代に

発生した業務災害に係る業務災

害補償費等について、円滑かつ確

実に支払を実施する。これらの支

払等に充てるための資金につい

ては、適切なリスク管理を行った

上で、運用対象や年限構成を工夫

することにより、安定的かつ効率

的な運用に努める。 

 

 

 

円滑かつ確実な支払を実施してお

り、着実な業務実績と評価できる。

１８ ② 土地処分等の円滑な実施 

 ・ 土地処分については、あらゆる

手法を駆使し全力を挙げて可能な

限り早期の処分を図ることとし、

都市計画事業の工程からやむを得

ず処分できない限られた物件を除

き、中期目標期間終了時までに全

て終了する（地方公共団体等との

調整については、中期目標期間中

に完了する。）。 

 ・ 土地処分を効果的に推進するた

めに行う基盤整備工事について

は、可能な限り経費節減を図るな

ど適切に実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 土地処分については、武蔵野

操車場及び梅田駅（北）・吹田信

号場の二大プロジェクトの更な

る進捗を図るとともに、その他の

物件についても処分に向けて取

組む。 

・ 武蔵野操車場（吉川市域約２

８ha）については、効果的な土

地処分に向けて、機構施行の土地

区画整理事業による調整池、道路

等の都市基盤整備工事に加え、新

駅設置及び供給処理施設整備の

工事を着実に進める。また、土地

処分の前提となる地区計画の策

定等について協議・調整を進め

る。 

・ 梅田駅（北）（約１４ha）に

ついては、効果的な土地処分に向

けて、都市計画の推進や売却条件

の整理等について関係機関との

協議・調整を進める。梅田貨物駅

機能の移転先のうち吹田地区に

 

A 

 

・長年の懸案事項について、具体

的に成果が形に見える状態になっ

てきており、着実な業務実績と評

価できる。 
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 ・ なお、北海道旅客鉄道株式会社、

四国旅客鉄道株式会社、九州旅客

鉄道株式会社及び日本貨物鉄道株

式会社の株式については、国等の

関係機関と連携を図りつつ、各社

の今後の経営状況の推移等を見極

めながら、適切な処分方法等を検

討する。 

ついては、貨物ターミナル駅の建

設及び貨物専用道路の工事を本

格的に進めるとともに、岸辺駅改

良工事等を着実に進める。また、

百済地区については、貨物駅構内

の貨物設備の整備及び平野駅の

改良工事等を着実に進める。 

１９ （６） 業務全般に関する項目 

① 内部統制の維持・充実 

 ・ 法令遵守の取組をより徹底させ

る等の観点から、民間企業におけ

る内部統制制度の導入を踏まえ、

内部統制の体制の拡充を図り、そ

の適切な運用を行う。 

 

 

・ 内部統制委員会のもとに、平

成２１年度に策定した基本理念

及び行動指針、内部統制に係る取

組み等の周知徹底を図るととも

に、主要なリスクの管理の現状、

国の動向等を踏まえ、内部統制を

拡充・強化する。 

 

 

A 

 

 

・内部統制・ガバナンス強化に向

けた体制整備のため、法人の長を

委員長とする内部統制委員会のほ

か、各種委員会を適切に実施して

おり、着実な業務実績と評価でき

る。 

 

 

 

 

２０ ② 透明性の確保と対外的な情報提供

の積極的な推進 

 ・ 主な業務の実施状況、役職員の

給与水準、入札結果や契約の情報、

財務の状況等について、ホームペ

ージ等においてわかりやすい形で

公表する。 

 ・ 業務の実施に当たって、第三者

委員会を適切に活用するなど外部

の知見の積極的な活用を図る。 

 

 

・ 主な業務の実施状況、役職員

の給与水準、入札結果や契約の情

報、財務の状況等について、ホー

ムページ等においてわかりやす

い形で公表する。 

・ 業務の実施に当たって、外部

有識者で構成された第三者委員

会における意見等を踏まえ、これ

 

A 

 

 

・適切に情報公開がなされており、

着実な業務実績と評価できる。 
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 ・ 機構が果たしている役割、業務

について国民の理解を促進するた

め、ホームページや広報誌を通じ

た広報はもとより、イベント、現

場見学会等の機会を通じて、業務

内容等の情報提供に努める。 

を適切に実際の業務運営等に反

映させるなど外部の知見の積極

的な活用を図る。 

・ 機構が果たしている役割、業

務について国民の理解を増進す

るため、ＰＲ用ＤＶＤ、パンフレ

ットや広報誌を通じたよりわか

りやすい広報活動を着実に行う

とともに、より利用しやすいホー

ムページにリニューアルを進め

る。また、イベント、現場見学会

等の機会を通じて、国民に対する

情報発信を積極的に進める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２１ ③ 環境対策に資する業務・取組の推

進 

 ・ 機構が担う交通ネットワーク整

備等の業務が地球温暖化問題をは

じめとする環境対策に大きく貢献

するものであることを踏まえ、機

構として独自に策定している「環

境行動計画」について、毎年見直

しを行い、これに基づき、各業務

を推進するとともに、業務実施に

際して環境に配慮した取組みを強

化する。また、これらの取組みの

状況や成果を盛り込んだ「環境報

告書」を毎年作成し、公表する。

 

 

・ 環境に関する動向を踏まえつ

つ、「環境行動計画」を見直すと

ともに、オフィス活動に伴う環境

負荷の低減に向けた取組みを含

め、各業務における環境負荷の低

減に係る取組みを着実に推進す

る。 

・ 機構の取組みに関する最新の

状況を国民に分かりやすく提示

するため、「環境報告書２０１０」

を作成するとともに、ホームペー

ジ等を活用し、周知を図る。 

 

A 

・「環境行動計画」について機構の

環境負荷低減に係る取組みの実態

を踏まえた見直しを行っており、

また、これらの取組に関する最新

の状況をホームページで公表して

いるほか、プレスリリースも行っ

ていることから、着実な業務実績

と評価できる。 

 

・鉄道建設そのものが環境保全に

資する事業であるが，それに加え

て船舶分野においても順調に推進

されており、評価できる。 

 

２２ ２．業務運営の効率化に関する目標を

達成するためとるべき措置 

（１） 組織の見直し 

 ・ 業務の質的・量的な変化を適切

に把握して、組織見直しに関する具

体的な計画を策定し、弾力的な組織

の編成、運営の効率化等を図る。 

 

 

 

・ 平成２２年度における組織体

制については、業務の進捗等に対

応した合理的、機動的な組織の編

成、運営の効率化等を図る。 

 

A 

 

 

・業務の進捗に応じた組織の設廃

を行っており、着実な業務実績と

評価できる。 
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２３ （２） 経費・事業費の削減 

① 一般管理費、人件費の効率化 

 ・ 業務量に対応した合理的、機動

的な組織の再編、効率性の高い業

務運営等を行うことにより、一般

管理費について、中期目標期間の

最終年度（平成２４年度）におい

て、前中期目標期間の最終年度（平

成 19 年度）比で１５％程度に相

当する額を削減する。 

 ・ 人件費（退職手当等を除く）に

ついては、簡素で効率的な政府を

実現するための行政改革の推進

に関する法律等に基づく平成 18

年度からの５年間で５％以上を

基本とする削減について、引き続

き着実に実施するとともに、「経

済財政運営と構造改革に関する

基本方針２００６」（平成 18 年

7 月 7 日閣議決定）に基づき、人

件費改革の取組みを 23年度まで

継続する。また、給与水準につい

ては、国家公務員の水準を上回っ

ている要因の検証を進め、合理的

理由がない場合には給与水準の

適正化に取り組む。この場合、手

当の縮減及び人事評価に基づく

勤務成績の給与への反映の徹底

を実施するほか、他の独立行政法

人の取組を参考として幅広く適

正化方策を検討し、可能なものか

ら実施すること等により速やか

に成果を得る。なお、検証結果及

び取組状況について公表を行う。

  

 

・ 一般管理費については、平成

２４年度において平成１９年度

比で１５％程度に相当する額の

削減を目指し、抑制を図る。 

 

 

 

 

・ 人件費（退職手当等を除く）

については、簡素で効率的な政府

を実現するための行政改革の推

進に関する法律等に基づき、平成

２２年度において、平成１７年度

比で５％以上の削減を図る。 

給与水準については、国家公務

員の水準を上回っている要因の

検証を進め、合理的理由がない場

合には給与水準の適正化に取り

組む。具体的には、平成２０年度

から着手した手当の段階的縮減

を引き続き着実に進めていくほ

か、他の独立行政法人の取組を調

査し、当機構への適用の可否を検

討し、可能なものから実施する。

人事評価に関しては、管理職の人

事評価に加え、一般職についても

平成２１年度から実施している

ところであり、一層の取組を進め

る。なお、検証結果及び取組状況

について公表を行う。 

 

A 

・一般管理費、人件費ともに目標

達成に向けて順調に削減を進めて

おり、着実な業務実績と評価でき

る。 

・ラスパイレス指数が依然とし

て 113.0 と高いので、業務運

営の効率性や国民の信頼性確保

の観点から、給与体系の見直し

を含め、国民の理解が得られる

ような対応を進めていただきた

い。 
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２４ ② 事業費の効率化 

 ・ 事業・単価の見直しや契約方  

  式、事業執行方法の改善等を通じ

て事業の効率化を推進することに

より、中期目標期間の最終年度（平

成２４年度）において、前中期目

標期間の最終年度（平成 19 年度）

比で５％程度に相当する額を削減

する。 

 

・ 事業費については平成２４年

度において平成１９年度比で

５％に相当する額の削減を目指

し、事業・単価の見直し等の各種

効率化を実施する。 

 

A 

・中期計画及び年度計画に従い、

すでに目標を達成しており、着実

な業務実績と評価できる。今後に

おいても達成に向け、努力して欲

しい。 

 

 

 

・事業費は削減されているが、

これが、真に効率化によるもの

であるか、国民に分かりやすく

説明する必要がある。 

２５ （３） 随意契約の見直し 

 ・ 「随意契約見直し計画」を着実

に実施し、その取組状況を公表、

フォローアップするとともに、入

札及び契約手続の透明性、競争性

の確保及び不正行為の排除の徹底

等を図る。また、監事及び会計監

査人による監査において、入札・

契約の適正な実施についてチェッ

クを受けるものとする。 

 

・ 平成２１年度における契約監

視委員会等の指摘を踏まえつつ、

契約の透明性、競争性を確保する

観点から、「随意契約等見直し計

画」を作成し、実施する。特に、

競争性のない随意契約、一者応

札・一者応募になった案件を中心

にその取組状況を確認するとと

もに、契約に関する入札参加資格

要件の緩和、仕様書内容の見直し

及び公表方法の改善を行う。ま

た、入札・契約の適正な実施につ

いて、契約監視委員会等のチェッ

クを受ける。 

 

A 

 

 

・「随意契約等見直し計画」に基づ

いた取組を行っており、着実な業

務実績と評価できる。 

 

・事業執行上の制約条件も考慮し

て、随意契約件数の減少と金額の

推移は適正範囲にあるものと評価

できる。透明性の向上、監視委員

会のチェック等の体制の向上等、

目標が着実に進展した。 

 

 

 

 

 

・引き続き随意契約の見直しの

取組を継続して欲しい。 

 

２６ 

 

（４） 資産の有効活用 

 ・ 宿舎等の保有資産について、「５．

重要な財産の譲渡等に関する計

画」に従って、資産の処分及び集

約化を図るほか、必要な宿舎等の

建替えなどにより、資産の効率的

な活用を図る。なお、残る行田宿

舎等について、業務の進捗状況、

入居状況等を勘案しながら、集約

化を図る。 

 

・ 宿舎・寮の集約化を進めるた

め、麻布分室については引き続き

売却手続きを進めることとし、松

戸宿舎については売却手続きに

着手するとともに、上田宿舎等に

ついては境界確定等の要件が整

い次第、順次売却手続きを進め

る。 

 

 

A 

・麻布分室など中期計画及び年度

計画に従い、売却を行っており、

着実な業務実績と評価できる。 

 

・習志野台宿舎 B 棟等については、

売却に向けて適切な努力がなされ

ており、着実な業務実績と評価で

きる。 
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・ 習志野台宿舎Ｂ棟等について

は、集約化に向けた検討を進め

る。 

 

 

 

 

２７ ３．予算、収支計画及び資金計画 

（１） 予算、収支計画及び資金計画

 

  

A 

・予算の範囲内で適正な執行を行

っており、着実な業務実績と評価

できる。 

 

 

 

２８ （２） 財務内容の改善 

① 資金調達 

・ 資金調達に当たっては、毎年度

の資金計画を策定し、効率的な資

金管理を行うことによって、短期

借入金及び長期資金の併用等によ

る柔軟かつ安定的な資金調達に努

めるとともに調達コストの抑制を

図る。 

 

 

・ 資金調達に当たっては、資金

計画を策定し、経理資金部におけ

る資金の一元管理を通じ、勘定間

融通を含めた短期資金及び多様

な長期資金（シンジケートローン

及び財投機関債等）を併用した柔

軟かつ効率的な資金調達を行う

ことにより、資金調達コストの抑

制を図る。 

また、投資家層の拡大等による

安定的な資金調達を目的として、

投資家に対する継続的なＩＲ活

動を実施する。 

 

 

A 

 

 

・勘定間融通や短期資金による柔

軟な資金調達を実施しているほ

か、IR 活動等を通じた情報交換等

に一層努めており、着実な業務実

績と評価できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２９ ② 貸付金の回収 

・ 貸付金については毎年度回収計

画を策定し、確実な回収を図る。

・ 内航海運活性化融資業務につい

て、調達する借入金が前年度以下

となるように、新規の融資及び貸

付金の回収を適切に行う。 

・ 貸付金については回収計画を

策定し、確実な回収を図る。 

・ 内航海運活性化融資業務につ

いて、調達する借入金が前年度以

下となるように、新規の融資及び

貸付金の回収を適切に行う。 

 

A 

・貸付金については回収計画に基

づき、適切な回収がなされており、

着実な業務実績と評価できる。 

 

３０ ③ 鉄道施設の貸付、譲渡 

 ・ 完成後鉄道事業者に貸し付け又

は譲渡した鉄道施設について、調

 

・ 鉄道事業者の経営状況等の一

層の把握に努め、平成２２年度に

 

A 

 

・貸付線及び譲渡線については、

実行金利に応じた要回収額を確実

に回収するとともに、譲渡した貸
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達資金を確実に返済・償還するた

め、鉄道事業者の経営状況等の一

層の把握を図りつつ、毎年度貸付

料及び譲渡代金の回収計画額を設

定し、その全額を回収する。 

おいては、貸付料９４７億円・譲

渡代金９８２億円（予定金利等に

よる見込額）の回収達成を図る。

また、国土交通大臣が指定する

期間を経過する鹿島線（香取・北

鹿島間）について、東日本旅客鉄

道株式会社に対し譲渡を行う。 

さらに、平成２２年度完成予定

の東北新幹線（八戸・新青森間）

及び九州新幹線（博多・新八代間）

について、それぞれ東日本旅客鉄

道株式会社及び九州旅客鉄道株

式会社に対し貸付を行う。 

 

 付線については、譲渡代金を確実

に回収しており、着実な業務実績

と評価できる。 

３１ ④ 船舶共有建造業務に係る財務状況

の改善 

 ・ 平成 28 年度までのできる限り

早い時期に未収金の処理を終了す

るため、「内航海運効率化のための

鉄道建設・運輸施設整備支援機構

船舶勘定見直し方針」（平成 16 年

12 月 20 日公表）（以下「見直し

方針」という。）に基づく諸施策等

を実施することにより、中期目標

期間における未収発生率を１．

３％以下、中期目標期間終了時に

おける未収金残高を５８億円以下

とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 平成２８年度までのできるだ

け早い時期に未収金の処理を終

了するため、「内航海運効率化の

ための鉄道建設・運輸施設整備支

援機構船舶勘定見直し方針」（平

成１６年１２月２０日公表）（以

下「見直し方針」という。）に基

づく諸施策の実施を継続し、適正

かつ厳格な審査実施による新規

未収金の発生防止に努めるとと

もに、オペレーターへの関与要

請、経営悪化事業者への経営改善

指導、未収発生事業者への支払増

額要請等、きめ細かな債権管理に

よる回収の強化を図ることとし、

中期計画に定める未収金発生率

及び未収金残高の目標値を達成

するよう、平成２２年度における

未収発生率を２．４％以下、同年

 

S 

 

 

・経済情勢が悪い中で、未収金残

高の大幅な減少と発生率の低下に

向けた適切な努力がなされてお

り、高く評価できる。 

 

・技術支援を伴う共有船建造事業

を確保するなどして海事勘定を黒

字転換させた経営努力は評価でき

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・関係者の努力により未収金回

収が進み、船舶共有建造に係わ

る財務状況が目標を上回るペー

スで改善していることは評価で

きる。今後も、引き続き財務状

況の改善に努め、繰越欠損金の

縮減に努めて頂きたい。 
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・ また、「見直し方針」に基づき、

適正な事業金利の設定に留意しつ

つ、財務改善策の着実かつ計画的

な実施により、平成２１年度まで

の重点集中改革期間中に債務超過

額の大半を解消（8 割減）し、そ

の後速やかに債務超過から脱する

ことを確実に達成するよう目指す

とともに、繰越欠損金の縮減を着

実に行うこととする。なお、重点

集中改革期間後の業務について

は、同期間における取組の成果を

検証した上で行われる所要の見直

しを踏まえて適切に対応する。 

 ・ 船舶共有建造業務における財務

改善の状況については、その要因

を含め業務実績報告書等により随

時適切に公表する。 

度末における未収金残高を１２

８億円以下とする。 

・ また、平成２１年度に債務超

過状態は解消されたが、引き続き

適正な事業金利の設定に留意し

つつ、財務改善策の着実かつ計画

的な実施により、繰越欠損金の縮

減を着実に行うこととする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 船舶共有建造業務における財

務改善の状況については、その要

因を含め業務実績報告書及びホ

ームページにおいて随時適切に

公表する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
３２ ４．短期借入金の限度額 

 ・ 年度内における一時的な資金不

足等に対応するための短期借入金

の限度額は１９０，０００百万円

とする。 

 

・ 平成２２年度における一時的

な資金不足等に対応するための

短期借入金の限度額は、１９０，

０００百万円とする。 

 

 

A 

・年間を通じて限度額の範囲内で

借入を行っており、着実な業務実

績と評価できる。 

 

 

 

３３ ５．剰余金の使途 

 ・ 高度船舶技術に係る研究開発助

成業務及び実用化助成業務の充実

 ・ 運輸技術に係る基礎的研究業務

の充実 

 ・ 建設勘定における管理用施設（宿

舎に限る。）の改修 

 

・ 高度船舶技術に係る研究開発

助成業務及び実用化助成業務の

充実 

・ 運輸技術に係る基礎的研究業

務の充実 

・ 建設勘定における管理用施設

（宿舎に限る。）の改修 

 

－ 

・実績はなかったとの報告を受け

た。 
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３４ ６．その他業務運営に関する重要事項

（１） 人事に関する計画 

 ・ 事業規模、事業内容等業務の実

情に応じて必要な人材を確保する

とともに、各業務の進捗に対応す

るべく、人員の適正配置と重点的

な運用を行う。 

 

 

・ 事業規模、事業内容等業務の

実情に応じて必要な人材を確保

するとともに、業務量が増加した

繁忙部門へ必要な人員を重点的

に配置するため業務量が減少し

た部門の人員を異動させる等、人

員の適正配置と重点的な運用を

行う。 

 

 

A 

・地域及び期間が限定的な事業特

性を踏まえ、事務所限定職員制度

を導入するなど着実な業務実績と

評価できる。 

 

 （２） 機構法第十八条第一項の規定

により繰り越された積立金（同条

第六項の規定により第一項の規

定を準用する場合を含む。）の使

途 

 ・ 建設勘定 

    過去に会社整理を行った譲渡

線に係る債務償還業務 

 ・ 助成勘定 

    建設勘定に対する新幹線鉄道

に係る鉄道施設の建設のための

資金繰入並びに特例業務勘定に

対する債務の償還及び利子の支

払いのための繰入に関する業務

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 助成勘定 

建設勘定に対する新幹線鉄道

に係る鉄道施設の建設のための

資金繰入並びに特例業務勘定に

対する債務の償還及び利子の支

払いのための繰入に関する業務 

 

 

－ 

・建設勘定の左記積立金について

は、取り崩しの実績はなかったと

の報告を受けた。 

 

 

 
＜記入要領＞・項目ごとの「評定結果」の欄に、以下の段階的評定を記入するとともに、その右の「評定理由」欄に理由を記入する。 

ＳＳ：中期目標の達成に向けて特筆すべき優れた実施状況にあると認められる。 
Ｓ ：中期目標の達成に向けて優れた実施状況にあると認められる。 
Ａ ：中期目標の達成に向けて着実な実施状況にあると認められる。 
Ｂ ：中期目標の達成に向けて概ね着実な実施状況にあると認められる。 
Ｃ ：中期目標の達成に向けて着実な実施状況にあると認められない。 

・ＳＳをつけた項目には、特筆すべきと判断した理由として、他の項目における実績との違いを「評定理由」欄に明確に記述するものとする。 
・必要な場合には、右欄に意見を記入する。 



 

平成２２年度業務実績評価調書：独立行政法人鉄道建設･運輸施設整備支援機構 
 

総合的な評定 
 

業 務 運 営 評 価（実施状況全体） 
 
 

評点の分布状況（項目数合計：３３項目）           （３３項目） 
ＳＳ １項目  
Ｓ ６項目  
Ａ ２６項目  
Ｂ ０項目  
Ｃ ０項目  

 
 

総 合 評 価 
（法人の業務の実績） 

・鉄道建設業務については、平成 16 年の政府・与党申合せにより、東北新幹線及び九州新幹線の完成目

標時期が 2 年間前倒しされたが、工期・要員等の厳しい制約条件の中で、監査実施手順に創意工夫を凝ら

すこと等により、ＪＲ三社との協議・調整を行った上で、22 年度に２線をあわせて開業させたことは、極

めて高く評価できる。また、鉄道ネットワークの形成により、効率的に成果が社会に還元されつつあるこ

とが明示的にも示された。技術の蓄積とその公知・公表も達成され、社会に対する優れた貢献がなされた

と評価できる。 

 

・船舶建造技術支援においては、高度な機動性を有するＳＥＳ船など、社会の要望に応えることができる

多様なＳＥＳ船の竣工が実現し、これまでの努力が結果に大きく結びついている。これまでの技術開発の

成果が実った年度であり、かつその内容も高く評価される。 

 
（課題・改善点、業務運営に対する意見等） 

・高速鉄道および SES 船とも、地球温暖化防止の観点から、国内だけでなく海外にも広く技術を普及させ

るべきものであり、かつ、これがわが国の関連産業発展にもつながる。鉄道については引続き努力を続け

て欲しい。船舶に関しては、新しい技術が発展しており、次は海外展開も検討して欲しい。 

 

・世界をリードする技術を維持するためには、人材の育成も極めて重要である。長期的な視野にたっての

育成の努力をお願いしたい。 

 

・海外への鉄道技術普及に関しては、諸外国との競争となる分野も多くなり、我が国を挙げた取組の強化

に合わせ、機構においても更なる努力を行うことが望ましい。 

 

（その他） 

・総務省政独委「平成 21 年度における国土交通省所管独立行政法人の業務の実績に関する評価の結果等

についての意見について」等についても、適切に対応がされていると認められる。 

 
総合評定 

（SS , S , A , B , C の５段階） 

 

Ａ 

 

（評定理由） 

各事業分野において、目標を上回る成果を達成しており、着実な業

務実績をあげているものと評価できる。評点の分布状況からみて総

合評定は A とした。 
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１．政府方針等 評　価

①「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方
針」（平成２２年１２月７日閣議決定）において、
「２２年度中に実施」又は「２２年度から実施」とされて
いる「講ずべき措置」の取組状況

①
・

・

（1）鉄道建設等業務におけるコスト縮減の取組等の推進
　国土交通省の「公共事業コスト構造改善プログラム」を踏まえ機構が策定した
「コスト構造改善プログラム」に基づき、引き続きコスト縮減の取組みを推進した。
コスト縮減の推進に当たっては、機構内に設置しているコスト構造改善プロジェク
トチーム会議において、現在実施しているコスト縮減策の効果を検証した上で、一
層のコスト縮減に努めた。

　コスト縮減の取組・効果については、　引き続きホームページにて具体的事例を
図を用いて示すなど、国民に分かりやすい形で公開した（平成21年度実施分は、
平成23年1月に公開）。

・「公共事業コスト構造改善プログラム」を踏まえ、計画どおり着
実に改善が認められ、適切に実施されていると認められる。

①
・

（2）船舶の共有建造等業務における財務内容の健全化の向上等
　重点集中改革期間終了後の取組みについては、同期間における取組みの成果
等を踏まえ、「内航海運効率化のための鉄道建設・運輸施設整備支援機構船舶
勘定見直し方針」（平成16年12月20日公表）に基づく取組みを継続しつつ、更なる
財務改善を進めるため、平成22年度以降船舶使用料の引き上げを行う等財務改
善に努めている。また、船舶の共有建造業務における政策誘導機能を強化する
観点から 成 年度 パ プ 排出削減船と た高

・船舶使用料の引き上げを行うなど、財務改善に努めていると
認められる。更なる財務状況改善に向け努力して頂きたい。

総務省政独委「平成２１年度における国土交通省所管独立行政法人の業務の実績に関する評価の結果等についての意見につい
て」等への対応の実績及びその評価（評価調書別紙）

実　績

観点から、平成22年度よりスーパーエコシップや16％CO2排出削減船といった高
度な環境性能を有する船舶の建造等に対して重点的な支援を行っており、今後も
こうした取組みを継続し、適宜適切に事業の見直しを行って参る所存であるが、こ
れらの結果については、次期中期計画等に反映させるべきものと考えている。

①

・

（3）高度船舶技術開発等業務における利子補給及び債務保証業
　　務の終了
　高度船舶技術開発等業務における利子補給及び債務保証業務は、平成23年3
月に業務方法書を変更し、平成22年度末をもって終了した。

・適切に実施されていると認められる。

①
・

（4）鉄道施設貸付・譲渡業務の出資金の国庫納付
　鉄道施設貸付・譲渡事業の一部終了（譲渡年月日：根岸線（A）（桜木町・磯子
間）→平成21年7月1日、根岸線（B）（磯子・洋光台間）→平成22年3月17日、鹿島
線（香取・北鹿島間）→平成22年8月20日）に伴う政府出資金36億4,903万円を平
成23年3月に国庫納付した。

・適切に実施されていると認められる。

別紙1



１．政府方針等 評　価

①「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方
針」（平成２２年１２月７日閣議決定）において、
「２２年度中に実施」又は「２２年度から実施」とされて
いる「講ずべき措置」の取組状況

①
・

（5）職員宿舎の見直し（集約化等）
　平成22年度については、以下の取組みを行った。
1）麻布分室　　　平成22年9月に売却した。
2）上田宿舎　　　平成22年10月に売却した。
3）こずかた寮
　　平成22年9月に一般競争入札及び平成23年2月に公募抽選を行ったが参加者
　　がいなかった。このため、あっせん会社と媒介契約の事務手続きを進めた。
4）松戸宿舎及び山科宿舎
　　市況及び専門家の意見を踏まえ、売却手続きを行うため、隣接者との境界確
　　認、土地鑑定評価等の準備を進めた。
5）習志野台宿舎Ｂ棟
　　集約化に向けた検討を進めた結果、平成23年度以降売却することとし、中期
計
　　画の変更を行うとともに、宿舎の用途廃止を行った。

・適切に実施されていると認められる。

①
・

・

（6）ラスパイレス指数の低減（人件費の見直し）
　給与水準については、引き続きその適正化に努めており、賞与の支給割合の引
き下げ（▲0.2月）、給与体系見直しに伴う本社課長補佐手当の段階的縮減などの
取組みにより、平成22年度のラスパイレス指数は、平成21年度の114.2から113.0
となり、1.2ポイント減少した。

　俸給等を減額支給し、年間給与額を平均1.5%引き下げた。

・適切に実施されていると認められるが、ラスパイレス指数が依
然として113.0と高いので、業務運営の効率性や国民の信頼性
確保の観点から、給与体系の見直しを含め、国民の理解が得
られるような対応を進めて頂きたい。

・また、過度の数値目標達成よりも優秀な人材確保などにも配
慮すべきである。

②①以外 「独立行政法人 事務 事業 見直し ②（ ）鉄道助成業務における補助金交付業務 部 国 移管 適切に実施され ると認められる

実　績

②①以外の「独立行政法人の事務・事業の見直しの
基本方針」に掲げられている「講ずべき措置」につい
て２２年度に実施した取組がある場合、その内容

②
・

（1）鉄道助成業務における補助金交付業務の一部の国への移管
　「公益財団法人鉄道総合技術研究所（旧財団法人鉄道総合技術研究所）に対
する超電導磁気浮上式鉄道(リニア)の鉄道技術開発費補助金」及び「独立行政法
人日本高速道路保有・債務返済機構に対する新線調査費等補助金」は、平成23
年4月1日より国からの直接交付となることから、鉄道技術開発費補助金に関する
機構が実施する現地審査に国土交通省も同行してもらう等、業務の円滑な引継ぎ
を図った。

・適切に実施されていると認められる。

②
・

（2）特例業務（国鉄清算業務）における利益剰余金の国庫納付
　利益剰余金の取扱いについては、機構の特例業務勘定における利益剰余金等
の取扱いに関する関係三大臣合意（平成22年12月21日）及び「東日本大震災に
対処するために必要な財源の確保を図るための特別措置に関する法律」成立（平
成23年5月2日）により、特例業務勘定の利益剰余金のうち1兆2千億円を平成23
年度内に国庫納付することが決定した。

・適切に実施されていると認められる。
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１．政府方針等 評　価

②①以外の「独立行政法人の事務・事業の見直しの
基本方針」に掲げられている「講ずべき措置」につい
て２２年度に実施した取組がある場合、その内容

②
・

・

（3）事務所等（地方機関）の見直し
　国鉄清算事業東日本支社中部事務所については、南方貨物線（大府駅・名古
屋貨物ターミナル間）の土地処分が完了したことに伴い、平成22年11月に廃止し
た。

　鉄道建設本部東京支社については、事務所借上経費を削減する観点から、移
転等の検討を開始した。

・適切に実施されていると認められる。

２．財務状況 評　価

①法人又は特定の勘定で、年度末現在に100億円
以上の利益剰余金を計上している場合、その規模の
適切性（当該利益剰余金が事務・事業の内容等に比
し過大なものとなっていないか）及び100億円以上の
繰越欠損金を計上している場合の当該縮減計画の
進捗状況

①
・

・

利益剰余金22年度末残高
助成勘定（5,541億円）
　機構法第18条に基づき、建設勘定に対する新幹線鉄道に係る鉄道施設の建設
のための資金繰入並びに特例業務勘定に対する債務の償還及び利子の支払い
のための繰入に充当する（平成63年度まで）ために積み立てているものであり、毎
年度減少するものである（平成22年度は510億円を取崩した）。

特例業務勘定（1兆6,093億円）
　国鉄改革時に設定された新幹線債権に係る収入、国鉄用地の売却益等の計上
により発生している。
　利益剰余金については、今後の物価上昇や旧国鉄職員及びその遺族の長寿命
化により年金支払が増大するリスクがあるほか、特例業務勘定が旧国鉄の地位
を承継しているためアスベスト補償、土壌汚染対策などに要する費用を負担する
リスクもあることから、債務等処理法第27条によりこれらリスクに備えて全額積み
立てることが義務付けられている

・助成勘定の利益剰余金は、過去に売却した新幹線鉄道施設
に係る債権を計上しているものであり、発生原因について特段
の問題は認められない。また、その使途は予め法令で決められ
ており、平成２２年度も当該法令に従い着実に執行されている
ことから、規模も適切であると評価できる。

・特例業務勘定の利益剰余金は、ＪＲ本州3社の株の売却収
入、国鉄改革に伴い設定された新幹線債権に係る収入、国鉄
用地の売却収入、国庫補助金等の収入と年金支払等の支出
の差額を、法律に基づいて全額積み立てることが義務付けられ
ているものであり、発生原因や規模に問題は認められない。

・関係者の努力により未収金回収が進み、船舶共有建造に係
わる財務状況が目標を上回るペースで改善していることは理解
できる 今後も 引き続き財務状況の改善に努め 繰越欠損金

実　績

実　績

立てることが義務付けられている。
　なお、平成23年5月2日に「東日本大震災に対処するために必要な財源の確保を
図るための特別措置に関する法律」が成立したことにより、特例業務勘定の利益
剰余金のうち1兆2千億円を平成23年度内に国庫納付することが決定した。
　また、平成23年6月8日に成立した「日本国有鉄道清算事業団の債務等の処理
に関する法律等の一部を改正する法律」においては、特例業務勘定の利益剰余
金等を活用した鉄道施策として、JR北海道及びJR四国の経営安定化、JR北海
道、JR四国及びJR九州並びにJR貨物の設備投資への支援、整備新幹線の着実
な整備、並行在来線への支援等に関する所要の措置が規定された。

できる。今後も、引き続き財務状況の改善に努め、繰越欠損金
の縮減に努めて頂きたい。

・繰越欠損金22年度末残高
海事勘定（530億円）
　平成22年度より共有建造支援部に営業チームを発足させ、リーマン・ショック後
の不況の影響が残っている中で、オペレーターや海運事業者に対する役職員によ
る積極的な訪問活動等により、一定の共有建造事業量を確保した。また、オペ
レーターとの関係の強化等により海運事業者の経営安定化に努め、新たな貸倒
れ発生の未然防止及び船舶使用料回収金額の増大に努めた。その結果、平成21
年度の54億円の赤字に対して大幅に財務状況が改善し、平成22年度は16億円の
当期利益を計上したことで、繰越欠損金は同額減少した。
　（繰越欠損金：平成21年度末546億円　→　平成22年度末530億円）

・経済情勢が悪い中で、適切な努力がなされており、着実な業
務実績と評価できる。
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２．財務状況 評　価

②運営費交付金が未執行となった場合、その理由及
び業務運営との関係（業務運営に影響を及ぼしてい
ないか等）

②・

・

運営費交付金22年度執行内訳

　未執行となった理由については、人件費の残額及び契約差額が生じたことによ
るものであり業務への影響はない。

・運営費交付金の使途は、人件費と物件費であり、未執行額に
ついては、人件費の残額や契約差金によるものから未執行額
の理由や業務運営との関係について特段の問題は認められな
い。

評　価

ア

・

保有する実物資産の状況及び利用実態等を踏まえた保有の必要性の観点から
の見直し状況
　整理合理化計画（平成19年12月閣議決定）等に基づき宿舎等の資産の処分を
逐次行うとともに、政独委からの平成21年度業務実績評価における指摘を踏ま
え、業務の進捗状況及び入居状況を勘案し、長期的・計画的な観点から、宿舎の
集約化を進めている。具体的な取組みは○政府方針等①（5）に記載の通りであ
る。

・宿舎の集約及び鉄道建設本部東京支社に関しての取組みは
認められるが、他の事務所等施設（賃貸を含む）の保有の必要
性等（現在地、規模）についての取組みが認められない。

イ
・

職員宿舎の入居率の改善状況
　職員宿舎の入居率は、習志野台宿舎Ｂ棟等の用途廃止を行うことにより、集約
化が図られ、平成23年5月の習志野台宿舎Ｂ棟用途廃止時における入居率は
88％となった。

・用途廃止を行うなど集約化が図られ、適切な努力がなされて
おり、着実な業務実績と評価できる。

・保土ヶ谷寮の利用率（66.7％）の改善を図られたい。

政独委からの平成２１年度業務実績評価における指
摘事項において指摘がなされた施設等について、
「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」
で示された廃止、国庫納付、共用化等の方針に沿っ
た法人における取組（鉄道・運輸機構、水資源機構：
職員宿舎、国際観光振興機構：海外事務所）
     ア  保有する実物資産（賃貸を含む）の状況
　　　　 及び利用実態等を踏まえた保有の必要
          性の観点からの見直し状況（その必要
　　　   性、規模の適切性、現在地に立地する
          必要性等）

３．保有資産の管理・運用等 実　績

実　績

88％となった。
（平成21年度の評価結果による平成21年6月時点の入居率63％）

保土ヶ谷寮の利用率（66.7％）の改善を図られたい。

ウ
・

・

・

・

・

保有する金融資産の運用及び貸付等債権の管理状況
　海事勘定の信用基金については、地方債、社債、国際機関が発行する債券のう
ち元本の償還が確実なものにより運用している。

　特例業務勘定については、旧国鉄職員に対する年金等の支払いを将来にわた
り確実に実施するため、特例業務勘定資産運用・管理規程を定め、資金の計画
的な債券運用及び運用資産の安全な管理などを適切に行うとともに、その運用に
より生ずる収益を長期的、安定的に確保することとしている。

　機構の業務上の余裕金については、「余裕金運用基準」（運用方法、運用先毎
の運用限度額等を規定）等に基づき、安全かつ有利に運用している。平成22年度
は、銀行への譲渡性預金により運用を行った。

　助成勘定の貸付金は、機構の前身である、鉄道整備基金が、鉄道施設の建設
資金として当時の帝都高速度交通営団及び日本開発銀行に無利子で貸し付けた
ものである。また、助成勘定及び特例業務勘定の他勘定貸付金は、各々、助成勘
定から建設勘定、特例業務勘定から助成勘定に対する勘定間の資金融通を機構
法等に基づき貸付金として整理したものである。
　これらの貸付金及び他勘定貸付金は、現在は回収のみを行っており、新規の貸
し付けは行っていない。

　基礎的研究等勘定の内航総連に対する貸付金は、平成22年度においては、貸
付金を約定どおり回収するとともに、内航総連の財務内容等を慎重に審査した上
で融資を行った。

・特例業務勘定においては、業務の目的から勘案して左記の安
定的かつ効率的な運用を行っており、適切であると評価でき
る。
　また、今後５０年以上にわたる長期の年金支払い費用等に対
応するための保有資産を金融資産として運用しているものであ
り、規模についても目的に適合した適切なものと評価できる。

・余裕金について、「余裕金運用基準」の規程にしたがって、安
定的かつ効率的な運用を行っており、適切であると評価でき
る。

・貸付金について、現在新たな貸付は行われていないが、機構
の貸付金は、法人の目的に照らし、国が認定した事業等に対し
て政策的な必要性の観点から行う貸付けであること、また回収
も予定どおり行われていることから特段の問題は認められな
い。

     イ  職員宿舎の入居率の改善状況
     ウ  保有する金融資産の運用及び貸付等債
          権の管理状況
     エ  保有する知的財産の状況及び実施許諾
          等に至っていない知的財産について維持
          経費等を踏まえた保有の必要性の観点
          からの見直し状況
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評　価

エ

・

・

・

保有する知的財産の状況及び実施許諾等に至っていない知的財産について維持
経費等を踏まえた保有の必要性の観点からの見直し状況

（建設勘定）
　機構が保有する特許は78件であり、そのうち、平成22年度の実施許諾は無かっ
た。

　機構が保有する特許は、その多くが、他者による当該技術等に関する特許の先
願取得及びそれにより発生する特許料の支払いを防止することを目的としたいわ
ゆる防衛特許の考え方により保持しているものであり、必ずしも第三者の実施許
諾による収入を目的としたものではない。

　特許権等の継続、放棄にあたっては、機構内に設置されている「職務発明等調
整会議」において検討を行っている。

・

・

・

（基礎的研究勘定）
　基礎的研究業務関連で保有する特許が12件、著作権が2件あり、これまで実施
許諾に至ったものはない。

　基礎的研究業務は、競争的資金制度（研究課題を公募・採択し、研究資金を研
究機関に配分する制度）を実施する業務で、保持する知的財産権は、すべて委託
研究又は共同研究の中で創出されたものであり、必ずしも第三者の実施許諾によ
る収入を目的としたものではない。

基礎的研究業務関連で保持する知的財産権については、共有する研究機関側

３．保有資産の管理・運用等 実　績

政独委からの平成２１年度業務実績評価における指
摘事項において指摘がなされた施設等について、
「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」
で示された廃止、国庫納付、共用化等の方針に沿っ
た法人における取組（鉄道・運輸機構、水資源機構：
職員宿舎、国際観光振興機構：海外事務所）
     ア  保有する実物資産（賃貸を含む）の状況
　　　　 及び利用実態等を踏まえた保有の必要
          性の観点からの見直し状況（その必要
　　　   性、規模の適切性、現在地に立地する
          必要性等）
     イ  職員宿舎の入居率の改善状況
     ウ  保有する金融資産の運用及び貸付等債
          権の管理状況
     エ  保有する知的財産の状況及び実施許諾
          等に至っていない知的財産について維持
          経費等を踏まえた保有の必要性の観点
          からの見直し状況

・鉄道建設業務で保有する特許等については、業務の性質上、
防衛特許の性格であることを勘案すれば、実施許諾に至らない
ことについては特段の問題はないものと認められる。
　また、特許権等の継続、更新に当たって職務発明等調整会議
において検討を実施しており、保有の必要性について、適切に
取扱いがなされているものと認められる。

・基礎的研究業務で保有する特許等については、保持する知
的財産権は、すべて委託研究又は共同研究の中で創出された
ものであることを勘案すれば、実施許諾に至らないことについ
ては特段の問題はないものと認められる。
　また、保有の必要性については、共有する研究機関側からの
報告を受けてその維持・更新の判断を行っており、適切に取扱
いがなされているものと認められる。

基礎的研究業務関連で保持する知的財産権 ては、共有する研究機関側
からの報告を受けてその維持・更新の判断を行っている。平成22年度中に、１件
の特許について、継続の必要性について共同所有者と検討し、放棄を行った。
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４．人件費管理 評　価

①法人の給与水準自体が社会的な理解の得られる
ものとなっているか。

②国家公務員と比べて給与水準が高い場合、その
理由及び講ずる措置（法人の設定する目標水準を含
む）についての法人の説明が、国民に対して納得の
得られるものとなっているか。

③国の財政支出割合の大きい法人及び累積欠損金
のある法人について、国の財政支出規模や累積欠
損の状況を踏まえた給与水準の適切性に関する法
人の検証状況。

・鉄道建設の進捗に応じて業務が全国的に展開されることなど
の特殊性や、業務内容に相応しい技術的に高度で専門的な知
識等を有する人材を確保しなければならないこと等の事情を考
慮すれば、やむを得ないものであると認められる。

・しかしながら、ラスパイレス指数が依然として113.0と高いの
で、業務運営の効率性や国民の信頼性確保の観点から、給与
体系の見直しを含め、国民の理解が得られるような対応を進め
て頂きたい。

①
②
③

・

・

実　績

　給与水準については、国家公務員の水準を上回っているが、これは以下の理由
等によるものである。
1）事業の性質上、高い頻度で全国規模の異動を行わざるを得ないこと
　　【広域異動手当（異動前後の勤務箇所間の距離300ｋｍ以上）を受給する職員
　　の割合】
　　　国家公務員：5.1％、機構：15.1％
　　【単身赴任手当受給者の割合】
　　　国家公務員：8.0％、機構：22.4％
2）業務内容に相応しい高度で専門的な知識、技術を有する優秀な人材を確保す
　 る必要があること
　　【採用状況】
　　　国家公務員：大卒程度（Ⅰ種・Ⅱ種試験）　　　2,838名（51.3％）
　　　　　　　　　　　高卒程度（Ⅲ種試験）　　　2,694名（48.7％）
　　　機         構：大卒、大学院卒　　　29名（100％）
　　【主な資格の保有者（平成22年度末現在）】
　　　博士12名、技術士122名、鉄道設計技士27名、一級建築士37名など
3）人員削減に伴い積極的なアウトソーシングを進めた結果、企画、発注、施工監
 　理などの中核的な業務や管理的業務が中心であること

　しかしながら、引き続き給与水準の適正化に努めており、賞与の支給割合の引
き下げ、給与体系見直しに伴う本社課長補佐手当の廃止（平成22年度末をもって
廃止に伴う経過措置を完了）により、平成22年度のラスパイレス指数は、平成21
年度の114.2から113.0となり、1.2ポイント減少した。
　平成23年度以降も、国家公務員の水準を上回っている要因の検証を進め、合理
的理由がない場合には給与水準の適正化に取り組む。具体的には、俸給や諸手
当の見直し等も含めて、他の独立行政法人の取組みを調査し、当機構への適用

④総人件費改革についての取組の状況（併せて、給
与水準又はラスパイレス指数が上昇している場合に
は、その理由）

④・　人員の効率的運用、給与水準の見直し及び以下に掲げる措置を講じた結果、平
成22年度人件費は平成17年度比19.1%を削減した（平成17年度：16,603百万円→
平成22年度：13,430百万円）。
1）再雇用職員、事務所限定職員等多様な雇用形態を導入
2）測量、設計、施工管理等について外部能力を引き続き活用
3）人事・給与・社会保険関係事務について外部能力を引き続き活用

・これらの取組により、平成17年度比で19.1％の削減となってお
り、順調である。目標の15％については既に達成しているもの
の引き続き削減の努力を継続すべきである。

⑤「独立行政法人の法定外福利厚生費の見直しに
ついて」（平成２２年５月６日総務省行政管理局長通
知）の内容（ⅰ）法人の互助組織への支出の廃止、
ⅱ）食事補助の支出の廃止、ⅲ）国や他法人で支出
されていないものと同様の支出の原則廃止）が守ら
れているか。

⑤ⅰ）互助組織への助成廃止に向けた見直しに関する国からの要請等を踏まえ、
　　 平成22年度から互助組織への助成金の支出を廃止した。

ⅱ）昼食施設利用料補助については、平成21年度末をもって廃止した。

ⅲ）レクリエーション経費の支出に対する見直しに関する国からの要請等を踏ま
 　　え、平成20年度以降のレクリエーションについては廃止し、平成21年度以降
　　 レクリエーション経費の予算要求は行っていない。
　　 　また、永年勤続表彰については、国と同等の制度となるよう平成23年度か
　　 ら10年勤続表彰を廃止することとした。

・互助組織への支出について、廃止しており、適切であると認め
られる。

・レクリエーション経費への支出について、廃止しており、適切
であると認められる。

の可否を検討し、可能なものから実施する。
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５．契約 評　価

①随意契約見直し計画における競争性のない随意
契約の削減目標（件数）の達成状況及び競争性のな
い契約についての移行状況と移行困難な理由

①・

・

　平成22年度に作成した「随意契約等見直し計画」においては、競争性のない随
意契約は、真にやむを得ないものを除き、速やかに一般競争入札等に移行するこ
ととなっている。これを受け平成22年度契約においては、競争性のない随意契約
の件数は前年度より減少している（平成21年度：735件（43.5％）→平成22年度：
705件（41.6％））。

　競争性のない随意契約の主なもの及び移行困難な理由等は以下のとおりであ
る。
1)　鉄道事業者の営業線内で施工する委託工事
　鉄道の運行の安全確保等の観点から当該営業線の運行主体である鉄道事業
者に委託する必要があるため、競争性のある契約へ移行することは困難である。
工事を委託するに当たり、機構で行った概算見積もりにより、委託費の妥当性に
ついて検証を行っている。協定締結後には、各年度末及び委託工事の完了時に
鉄道事業者の工事における契約、支払い、出来形等の状況を確認のうえ、協定
額を精算して支払いを行っている。

2)　共有船の建造
　民間の船主が事業採算性等の観点から最適な造船所を選定し、機構は共有建
造という形態で当該船主に資金的支援を行うため当該造船所と契約を行うもので
あることから、競争性のある契約に移行することは困難である。
共有船の建造契約に当たり、船主が複数の造船所から見積書を提出させた上で
選定した造船所の船価が機構の積算基準による予定価格の範囲内にあることを
確認することにより、価格の妥当性を検証している。

3)　整備新幹線のレール等の調達委託
　ＪＲ各社のレール調達を取りまとめているＪＲ東日本等に委託することにより、機

・平成19年度に策定された「随意契約見直し計画」において競
争性のある契約方式に移行することとしていた契約について
は、既に競争性のある契約に移行しており、また同計画におい
て実施すべき具体的な取組として、複数年度契約の拡大、入札
参加資格要件の緩和、契約の公表方法の見直し等、必要な措
置が講じられており、適切に取組みを進めたものと評価できる。

・新たに策定した随意契約等見直し計画にしたがい、競争性の
ない随意契約の比率の更なる引き下げに向けて取組みを進め
ることを期待している。

・随意契約については理由の明示と情報の開示を積極的に実
施してゆくことが求められているため、前向きな対応姿勢をみ
せることが重要と思われる。

・随意契約でも適切な価格になっている説明が必要と考える。

実　績

構が鉄道事業者以外の主体から調達する場合と比較して低廉な調達（10～20％
程度のコスト縮減）が可能となっている。

②随意契約による契約において再委託割合（金額）
が５０％以上の案件がないか。

②・　調査等の業務については、全部又は主たる部分を一括して第三者に再委託す
ることを禁止している。契約の相手方がやむを得ず主たる部分以外の部分を第三
者に再委託しようとする場合は、設計図書で定める軽微な部分を除き、あらかじ
め、委託者の承認を得ることとしている。平成22年度においては、随意契約の相
手方から再委託の承認申請はなかった。

・左記事例がないことを確認した。

③１者応札の割合（件数）が５０％以上又は前年度よ
り増加となっていないか。

（注）契約監視委員会における審議を踏まえて評価
して差し支えない。

③・　競争性のある契約における一者応札・一者応募の割合（件数）は、50％未満で
あるとともに前年度より減少している（平成21年度：306件（32.1％）→平成22年度：
211件（21.4％））。

・一般競争入札に係る一者応札率は全独法の中にあっては特
に高い水準ではないものと認められる。また、昨年度の実績と
比較しても件数、割合ともに減少しており評価できる。

・国民の関心が高いため、説明責任を積極的に果たすことが必
要と思われる。
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６．内部統制 評　価

①法人の長は、組織にとって重要な情報等について
適時的確に把握するとともに法人のミッション等を役
職員に周知徹底しているか。

①・

・

　原則として週に一度、全役員（監事を含む。）が出席する理事会を理事長が招
集・開催の上、機構の業務運営に関する重要事項を審議・決定し、又は報告を受
けている。
　さらに、理事長のリーダーシップに基づき、課題の現状や今後の見通し等につい
て問題認識を共有するため、部門別に理事長と各理事等との間で打合せを実施
した。
　
　理事長を委員長とし全役員が参画する内部統制委員会を開催し、平成21年度
に策定した基本理念及び行動指針を、地方機関を含めて役職員へ確実に周知す
るべく、以下の取組みを実施した。
1）カードサイズに印刷して全ての役職員へ配布
2）希望する職員に対しては、名刺の裏面に印刷
3）Ａ１判に印刷したものを本社の主要な執務室並びに各支社・建設局の支社長・
 　局長室に掲示

・法人のミッションについて基本理念を定め、全役職員への周
知徹底を図っており、適切に実施されている。

②法人のミッションや中期目標の達成を阻害する要
因（リスク）の洗い出しを行い、組織全体として取組
むべき重要なリスクの把握・対応を行っているか。そ
の際、目標・計画の未達成項目（業務）についての未
達成要因の把握・分析・対応等に着目しているか。

②・　平成21年度においては、法令違反や信用失墜の防止等のため、各勘定の特性
を踏まえて、機構の業務に潜在するリスクを抽出し、リスクの未然防止に着手し
た。
　これに引き続き、平成22年度においては、危機管理業務手順として、工事事故
等により外部者が被害を蒙る可能性のリスクが仮に顕在化した場合を想定して、
実際に業務フロー図を作成の上、危機管理業務手順の検証を行い、これらリスク
管理について問題がないことを確認した。
　なお、中期目標等の達成状況については、理事長を委員長とした中期計画推
進・フォローアップ委員会の中で、当該年度の業務の把握・分析を行った上で、そ
の対応について翌年度の年度計画に反映している。

・法人のミッション達成を阻害するリスクの洗い出しを行ったとこ
ろであり、平成22年度においてはこれらに対する危機管理につ
いての検証を行い、内部統制を充実・強化すべく計画にした
がって適切に取組を進めているものと評価できる。

・平成22年度に取り組んだリスク管理について、組織全体への
周知が行われているか分からない。今後職員への周知につい
て、検討されたい。

実　績

の対応 て翌年度の年度計画 反映して る。

③政独委からの平成２１年度業務実績評価における
指摘事項において、評価結果において言及されてい
ないとされている内部統制事項に関する取組、評価
（自動車事故対策機構１事項、空港周辺整備機構４
事項、高速道路機構３事項）
     ア  法人の長がリーダーシップを発揮できる環
          境の整備状況
     イ  法人の長のマネジメントについて監事監査
          が適切に実施されているか
     ウ  監事監査で把握した改善点等の法人の長
         への報告及び対応状況のフォローアップ
         は適切に実施されているか

③ ア  法人の長がリーダーシップを発揮できる環境の整備状況
1）原則として週に一度、全役員が出席する理事会を理事長が招集・開催の上、
　 機構の業務運営に関する重要
 　事項を審議・決定し、又は報告を受けている。
2）理事長を委員長とし全役員が参画する内部統制委員会を2回、その下で、本
 　社関係部長クラスで構成される同委員会幹事会を2回、本社関係課長クラス
 　で構成される同委員会作業部会を5回開催した。
3）理事長による内部統制に係る現状の適切な把握に資するため、理事長等と
　 監事による「理事長懇談会」の場を設けて、原則として毎月一回、開催した。
4）理事長のリーダーシップに基づき、課題の現状や今後の見通し等について問
　 題認識を共有するため、部門別に理事長と各理事等との間で打合せを実施し
　 た。

・法人の長を委員長とする内部統制委員会を開催し、内部統制
の推進を図っているほか、その下に部長級の内部統制委員会
幹事会や課長級の内部統制委員会作業部会を設け、法人全
体として内部統制を推進する仕組みが整えられている。また、
法人の長と監事との間で月１回の理事長懇談会も行われてお
り、法人の長がリーダーシップを発揮できる環境は整備されて
いる。
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６．内部統制 評　価

・
イ  法人の長のマネジメントについて監事監査が適切に実施されているか
　理事長のマネジメントのもと内部統制の整備・運用が行われているかの観点で、
平成22年9月から12月の期間に監事監査を実施した。その結果、内部統制委員会
で決定された取組活動が実施されていること及び以下の体制が適切に整備され
ていることを確認した。
1）事業上の課題等については理事長へ報告する体制
2）重要事項の理事会への審議・報告がなされる体制
3）理事会での審議事項等の情報がイントラネットで共有できる体制
4）適切にリスクに対応できる体制

・監事による法人の長のマネジメントについての監査が適切に
実施されている。

・今後においても、法人の長のマネジメントなどの内部統制の
充実・強化に向けた取組が行われているかの観点で監査を
行って欲しい。

・

ウ  監事監査で把握した改善点等の法人の長への報告及び対応状況のフォロー
　　アップは適切に実施されているか
　監事監査において、上記③イの通り、内部統制の体制が整備されていることを
確認した旨、平成23年3月に理事長に報告した。その際、業務上想定されるリスク
については継続的に見直しを行うこと、また、内部統制が有効に機能するよう日常
的にモニタリングを行うことを要望した。今後、理事長懇談会での議論・確認及び
内部統制委員会の状況を把握しつつ、フォローアップしていく。

・法人の長へ監事監査で把握した改善点等の報告が適切に実
施されている。
　また、対応状況のフォローアップについて適切に実施されてい
る。

④内部統制の充実・強化に向けた法人における積
極的な取組

④・　機構におけるさらなる内部統制の充実・強化を図るため、以下の取組みを行っ
た。
1）法人の長（理事長）を委員長とし全役員が参画する内部統制委員会を2回 （通
　 算5回）、その下で、本社関係部長クラスで構成される同委員会幹事会を2回（
 　通算5回）、本社関係課長クラスで構成される同委員会作業部会を5回（通算10

・法人の長を委員長とする内部統制委員会を開催し、内部統制
の推進を図っているほか、その下に部長級の内部統制委員会
幹事会や課長級の内部統制委員会作業部会を設け、法人全
体として内部統制を推進する仕組みが整えられている。また、
内部統制充実の必要性を周知・啓発するために、研修を実施

実　績

③政独委からの平成２１年度業務実績評価における
指摘事項において、評価結果において言及されてい
ないとされている内部統制事項に関する取組、評価
（自動車事故対策機構１事項、空港周辺整備機構４
事項、高速道路機構３事項）
     ア  法人の長がリーダーシップを発揮できる環
          境の整備状況
     イ  法人の長のマネジメントについて監事監査
          が適切に実施されているか
     ウ  監事監査で把握した改善点等の法人の長
         への報告及び対応状況のフォローアップ
         は適切に実施されているか

・

　 回）開催した。
2）平成21年度に策定した基本理念及び行動指針を、平成22年度においては、地
 　方機関を含めて役職員へ確実に周知するべく、カードサイズに印刷して全ての
　 役職員へ配布する等の取組みを実施した。
3）内部統制の充実の必要性、機構の取組み等についての周知・啓発をするた
　 め、本社においては、平成21年度に引き続き新任本社管理職に対する研修を
 　2回、各支社・建設局においては、新たに全管理職に対する研修を実施した（本
　 社：計39名受講、各支社・建設局：計191名受講）。
4）理事長による内部統制に係る現状の適切な把握に資するため、理事長等と監
　 事による「理事長懇談会」の場を設けて、原則として毎月一回、開催した。

　人事評価の実施、業績等の給与等への反映状況については次のとおりである。
1）管理職については、人事評価の結果を賞与及び昇給に反映させている。
2）一般職については、平成21年度における人事評価の結果を、平成22年度の昇
　 給に反映させており、平成22年度の人事評価結果は、平成23年度の賞与にも
 　反映させることとしている。

するなど管理職への周知徹底を図っており、適切に実施されて
いる。

・カードサイズに印刷して 全ての役職員へ配布する等、全役職
員への周知徹底を図っており、適切に実施されている。
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７．関連法人 評　価

①委託先における財務内容を踏まえた上での業務
委託の必要性、契約金額の妥当性等

①・

・

　平成22年度において、機構における特定関連会社（独法の出資会社で、議決権
の50％以上を所有等）・関連会社（独法又は特定関連会社が議決権の20％以上
を所有等）は、存在しない。

　関連公益法人（事業収入に占める独法の取引額が3分の1以上）であるフリー
ゲージトレイン技術研究組合は、軌間可変電車に関する技術水準の向上を図るた
めの事業を行うことを目的に発足した機関であり、平成22年度においては、軌間
可変電車の走行試験及び設備等の維持管理業務を同組合と契約した。
　これらの業務の実施にあたっては、これまでの走行試験の実績に基づく高度な
経験、ノウハウが必要であるとともに、車輌開発に精通していることが必要である
ことから、本業務に関連する研究開発を実施する唯一の機関である同組合と契約
し、本業務を進めているところである。

・関連公益法人の維持管理業務の契約について妥当であるこ
とを確認した。

②出資目的の達成度、出資先の経営状況を踏まえ
た上での出資を継続する必要性

②該当なし ・左記項目については該当しないことを確認した。

８．業務改善のための役職員のイニシアティブ等 評　価

法人の業務改善のための具体的なイニシアティブ ・ 　役職員がイニシアティブを発揮して業務改善を行うに当たって、外部有識者で構
成された第三者委員会（中期計画推進・フォローアップ審議委員会、鉄道工事受
託審議委員会、鉄道助成業務の審査等に関する第三者委員会、高度船舶技術
審査委員会、基礎的研究推進委員会等）における意見等を踏まえ、外部の知見を
積極的に活用した。

・各業務において、業務の改善を図るための第三者の知見を活
用する体制が整備されており、そこで得られた知見が積極的に
活用されていることについては評価できる。

実　績

実　績

積極的に活用した。

９．個別法人 評　価

①政独委からの平成２１年度業務実績評価における
指摘事項において個別意見があった事項（６法人７
事項）への対応状況（当該法人のみ）

①該当なし ・左記項目については該当しないことを確認した。

②政独委から発出された勧告の方向性で２２年度に
おいて（２２年度までにを含む）取り組むこととされて
いる事項についての取組状況（空港周辺整備機構）

②該当なし ・左記項目については該当しないことを確認した。

③平成２１年度決算検査報告において「不当事項」
又は「意見を表示し又は措置を要求した事項」として
指摘された事項がある場合、当該事項が業務実績
評価に及ぼす影響並びに是正措置及び再発防止の
ための取組の状況（都市再生機構）

③該当なし ・左記項目については該当しないことを確認した。

実　績
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１０．その他 評　価

（財務状況）
①当期総利益が１億円以上ある場合において、目的
積立金を申請しなかった理由

① ・ 　１億円以上の当期総利益が発生している勘定において、目的積立金（独法通則
法第44条第3項に規定する積立金）（注）の承認申請をしなかった理由は以下のと
おりである。

1）建設勘定：過去に会社整理を行った譲渡線に係る債務償還スキームに基づく
 　譲渡収入等によるものであり、これは目的積立金には該当しないため。
2）海事勘定：当期総利益は繰越欠損金の処理に充てられるため。
3）基礎的研究等勘定：船型調査事業の対象案件がなかったことによるものであ
 　り、これは目的積立金には該当しないため。
4）特例業務勘定：日本国有鉄道清算事業団の債務等の処理に関する法律第27
　 条の規定により通則法第44条第3項等の規定は適用されず、目的積立金とす
 　ることはできないため。

（注）独法通則法第44条は、第1項において独立行政法人は、毎事業年度、損益
計算書において利益を生じたときは前事業年度から繰り越した損失をうめ、なお
残余があるときはその残余の額は積立金として整理しなければならないとするとと
もに、第3項において独立行政法人は主務大臣の承認を受けて当該残余の額の
全部又は一部を中期計画に定める「剰余金の使途」に充てることができるとしてい
る。ただし、独立行政法人会計基準第74条は、同条第3項に基づき主務大臣の承
認を受ける額は、「当該事業年度における利益のうち独立行政法人の経営努力に
より生じたとされる額」としている。

・建設勘定については、過去に会社整理を行った譲渡線に係る
繰越欠損金が、機構設立時に、もともと存在していた資本剰余
金に合わせて整理された結果、機構が収入を得て当該譲渡線
に係る債務の償還を行えば、Ｂ/Ｓ上はその分の利益が発生す
る構造となっている。しかしながら、当該利益は経理上生じてい
るものであり、これに対応する現金を保有するものではないこと
から、目的積立金を申請していないことについては特段の問題
は認められない。

・特例業務勘定の当期総利益については「日本国有鉄道清算
事業団の債務等の処理に関する法律」により目的積立金とす
ることができない。したがって、これらについて目的積立金を申
請していないことについては、特段の問題は認められない。

②当期総損失が１億円以上ある場合において、その
発生要因と業務運営上の問題の有無

② 該当なし ・左記項目については該当しないことを確認した。

（保有資産の管理 運用等） 保有資産について その必要性の観点から中期計画で計画されている宿舎等 宿舎の集約に関しての取組みに対する監事監査の実施は認

実　績

（保有資産の管理・運用等）
実物資産等の保有資産について、その必要性の観
点から監事監査が実施されているか

・ 保有資産について、その必要性の観点から中期計画で計画されている宿舎等
の資産処分及び集約化について監事監査を実施した。平成21年度の取組み状況
については、平成22年5月から6月の期間に、平成22年度の取組み状況について
は、平成23年5月から6月の期間に実施した。
　その結果、平成21年度の取組みについては、箱根分室、西船橋寮等を売却して
いることを確認した。平成22年度の取組みについては、麻布分室及び上田宿舎を
売却していることを確認した。また、宿舎等の集約化を図るため、習志野台宿舎Ｂ
棟を廃止し、売却する予定であることを確認した。
　以上の通り、保有資産については、中期計画に基づき処分等が実施されている
ことを確認した。なお、宿舎等の不要となった資産については引き続き本社・地方
機関の関係箇所と密接に連携を図り資産処分を実施するよう要望した。

・宿舎の集約に関しての取組みに対する監事監査の実施は認
められる。また、事務所等の施設の保有の必要性についての
法人の取組みに対する監事監査を実施されたい。

（人件費管理）
給与水準の適切性について、監事監査が実施され
ているか

・ 　給与水準の適切性について監事監査を実施した。平成21年度の状況について
は、平成22年5月から6月の期間に、平成22年度の状況については、平成23年5月
から6月の期間に実施した。
　その結果、平成21年度の給与水準については、賞与の引下げ、本社課長補佐
手当の廃止、職員の多様な雇用形態を導入するなど給与の低減化に取り組んで
いることを確認した。
　平成22年度の給与水準については、役員の報酬及び特別手当の引下げ、職員
の55歳を超える3等級以上の俸給・職務手当の減額及び期末・勤勉手当の引下
げを実施していることを確認した。さらに、人員の効率的運用、他の独立行政法人
を参考にした再雇用職員・事務所限定職員の雇用継続及び外部能力を活用した
人件費の削減について、引き続き取組みを行っていることを確認した。これらの取
組みの結果、平成22年度のラスパイレス指数は、平成21年度114.2から113.0とな
り、1.2ポイントの減少となっていた。なお、給与水準を上回っている要因の検証を
進めつつ、国民の理解が得られるよう適切な給与水準の確保を要望し、今後も引
き続き給与水準の適切性について監査を実施する。

・給与水準の適切性についての監事監査が実施されており、ま
たその結果として、給与の低減化に取り組んでおり、適切に実
施されている。
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１０．その他 評　価

（契約）
①契約手続きの執行・審査体制の整備実施状況

① ・

・

・

　工事等の発注に当たっては、以下のとおり施行伺から入札までの一連の手続に
おける執行体制及び審査体制のもと、契約手続きを行った。
1）一般競争入札等の入札参加資格要件、総合評価方式、企画競争等の評価項
　 目・評価基準については入札・契約手続運営委員会の審議及び関係課の合議
 　によるチェックを行った。
2）予定価格の作成、契約書及び設計図書の作成等については複数課によるチェ
　 ックを行った。

　入札・契約手続きの事後の審査体制としては「入札・契約評価委員会」（平成22
年6月、12月）において入札又は見積り合わせの結果の分析・評価等を行うととも
に、第三者機関である「入札監視委員会」（平成22年9月、平成23年2月）（注）にお
いて公正・中立の立場から入札・契約手続の運用状況等の審議を行った。
総合評価方式に係る技術審査・評価を公正・中立に行うため、外部有識者の参画
も得た「総合評価審査委員会」（委員長：理事（建設計画担当）、平成22年8月、平
成23年3月）において落札者の決定等について審査・評価を行った。
（注） 東ブロック委員長：出口尚明弁護士、西ブロック委員長：大谷種臣弁護士
　　　　特例業務所管組織の入札監視委員会委員長：出口尚明弁護士

　契約監視委員会を平成23年6月に開催し、平成22年度における「競争性のない
随意契約」、「競争性のある契約のうち一者応札・一者応募となった契約」の点検・
見直しを行った。

・各ブロックごとに、入札・契約に係る第三者による入札監視委
員会を設置しており、適切な審査の体制を整備しているものと
認められる。

・予定価格の作成、契約書、設計図書の作成から契約締結に
至る契約事務に係る一連のプロセスについて、複数課での確
認を実施していること、また、企画競争等の評価項目・評価基
準についても入札・契約手続運営委員会の審議、関係課による
合議を実施しており、契約の執行体制に関して適切に取組みを
行っていると評価できる。

・入札監視委員会においては、審議の結果、問題があれば、法
人の長に対する意見の具申又は勧告ができることとなってお
り、整備された体制の実効性も確保されているものと認められ
る。

②契約監視委員会における指摘事項に対する取組
み状況

② ・　平成21年度に開催した「契約監視委員会（委員長：向井千杉 弁護士）」等の指
摘を踏まえつつ、以下の内容を規定した新たな「随意契約等見直し計画」を作成、
公表した（平成22年6月）。
1）平成20年度契約における「競争性のない随意契約」のうち一般競争入札等に

移行すべきものの件数 金額

・随意契約については理由の明示と情報の開示を積極的に実
施してゆくことが求められているため、前向きな対応姿勢をみ
せることが重要と思われる。

今後は新たに策定した随意契約等見直し計画にしたがい 競

実　績

・

　移行すべきものの件数・金額
2）平成20年度契約における「競争性のある契約のうち一者応札・一者応募と
　 なった契約」において参加条件の変更等をすべき件数・金額
3）計画達成に向けた具体的な取組み

　また、平成21年度契約について、「随意契約等見直し計画」等に沿って実施され
ているかをフォローアップし、その結果を公表した（平成22年10月）。
　　更に、「随意契約等見直し計画」等を受けて、以下の取組みを行った。
1）競争性のない随意契約については、長期に亘るトンネル工事等の債務年限の
 　制約を廃止した（工期が5年を超える工事の債務年限の制約を廃止し、全工事
　 を一括して発注する一般競争入札へ移行）。
2）一者応札・一者応募となった案件については、入札参加資格要件等を緩和した
 　（実績要件の緩和等）。
3）公表方法については、機構の調達情報に関するホームページをリニューアルし
　 た（国鉄清算事業に係る調達情報も一括して掲載）。

・今後は新たに策定した随意契約等見直し計画にしたがい、競
争性のない随意契約の比率の更なる引き下げに向けて取組み
を進めることを期待している。

③契約の適正化について、監事監査が実施されて
いるか

③ ・ 　契約の適正化の観点から平成22年度における随意契約状況及び一者応札・一
者応募の契約状況について、平成23年5月から6月に監事監査を実施した。その
結果、「随意契約等見直し計画」に示された平成22年度に競争性のある契約に移
行予定とされた件名について、契約が競争性のある契約へ移行していること及び
競争性のある契約のうち一者応札・一者応募となった件名について条件等の見直
しにより、一者応札・一者応募数が減少していることを確認した。　なお、今後も随
意契約及び一者応札・一者応募の見直しに引き続き取り組むよう要望した。
　このほか、平成21年4月から平成22年8月までの少額随意契約状況について
は、平成22年9月から12月の期間に監事監査を実施した。その結果、契約事務規
程に基づき適切に実施されていることを確認した。

・契約の適正化の観点から随意契約状況及び一者応札・一者
応募の契約状況について監事監査が適切に実施されている。
　また、監事も参加する契約監視委員会を設置・開催しており、
契約を確認するための取組を行っていることは評価できる。
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